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 裁判所が A社の関連証人を審尋して分かったのは、下記の事実である。 

 

 まず、A社の社員のパソコンを起動する場合は、自分専用の暗証番号を

入力しなければならない。メールを使用する際にも個人専用の暗証番号

を以て使用する。暗証番号には権限があり、課長は部下のファイルが見

えるが、部下は課長のファイルが見えない。 

 

 他の部門は、機械設計課のファイルが見えない。当該部門のスタッフだ

けが見える。暗証番号は、A 社の IT スタッフが半年毎に変更する。設

計課以外、その図面が見られる権限を有するのは、課長以上管理職、社

長、事務局長と元総支配人だけである。他の部門は図面のファイルが必

要とする際に、図面申請書を記入しなければならず、しかも PDF ファイ

ルしか貰えない。 

 

 個人のノートパソコンは、会社のクラウドに接続することができない。

個別な業務のため図面を取得しようとする際に、前記の図面申請書を記

入した上で、設計部門の責任者の署名許可を貰ってから、初めてメール

に添付されている図面を貰うことができる。しかも当該メールは、設計

部門及び申請部門の責任者に CC が届くこととなっている。 

 

 上記の内容を合わせて判断すれば、裁判所は、証人の陳述した内容により、

A社は確かにその機械設備の設計図という秘密情報を、業務のニーズにより分

類し、従業員の職務や情報の性質によって、アクセスして知悉できるメンバ

ーも異なり、アカウントと暗証番号により管理しているため、A 社はすでに合

理的な秘密保持措置を取っていると認められる。 

 

 被告はかつて A 社の総支配人として、A 社の成形機キャドデータを取得し、

退職後に無断に当該図面を第三者に送ることで、当該図面の技術内容が、A社

以外の第三者に知られてしまったため、被告の行為は、不正方法で営業秘密を

漏洩したことであり、A社の営業秘密を侵害したと裁判所は判示した。 

 

 更に注意すべきなのは、被告は、A社は成形機設備について実用新案を出願

                                                                       
るメンバーを制限することである。これは、パソコン情報の保護について、使用者毎にア

カウントと暗証番号等の管理することが、一番良く見られる」と、【最高裁判所 102 年度

台上字第 235 号】民事判決の趣旨である。 
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したために開示されて秘密性を有していないと抗弁した。しかし裁判所は、当

該図面を A社の出願した実用新案と対比し、当該出願登録の請求の範囲は、図

面の一部の構造に限られ、他の細部の構造は載せていないため、やはりこの出

願の書面だけでは、当該機械の全体の各エレメントの外観、相対位置乃至寸法

をうかがい知ることはできず、秘密性が備わっていると言えると、被告の答弁

を採用せず、営業秘密の侵害責任を負うべきであるとした。 

 

(2)修理部品の交換、メンテナンス等のサービス提供により蓄積した情報 

 

 元請けから下請けまで分業が細やかで成熟化している産業、例えば半導体業

界において、専ら修理部品の交換、点検整備等を主な業務としている企業もあ

る。しかし、台湾の裁判実務では、長期間のメンテナンスの提供により蓄積し

てきた情報(例えば部品の価格、メンテナンスの仕方又は設備故障に関する専

門的な判断)を、必ずしも当然営業秘密保護の対象として認めるとは限らない。

一例として挙げると、【知的財産裁判所 103 年度民営訴字第 1 号】契約違反・

営業秘密侵害事件がある。 

 

 原告 A社は、医療機器、半導体材料の設備、化学材料等の製品及びサービス

を提供している。被告 Bは A社に入社してから、管理職まで昇進し、購買、人

事乃至会社の財務諸表の閲覧及び会社の運営等の権限を有した。 

 

 A 社は下記のように主張した。 

 

 A 社の顧客リスト及び顧客の全ての機械及びモジュールリスト（クライアン

ト社内の連絡情報、部門の責任者、顧客の全ての機械モジュールのまとめ情報

が含まれている）は、商業上において最も重要な決め手である。今までの取引

履歴は運営計画の参考になり、機械の部品情報（純正品以外の代替品目がある

かどうか、その供給者とは、純正品及び代替品目供給者の単価等）を参考にし

て価格を設定するものであり、実際的に又は潜在的な経済価值がある情報であ

る。 

 

 しかも、顧客及び機械モジュール等の情報の蓄積は、A社の草創期からまめ

に顧客回りし、現場のメンテナンス等の機会により、逐一蓄積してきたもので

あり、公開情報より容易に獲得できるものではない。 

 

 さらに A社はメンテナンス経験に基づき、市場において代替品目等の部品情
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報を探ることは、一般人は正に知る由も無く、ましてや社内に保存している取

引履歴や、ビジネス計画又は価格戦略等は、社内情報であり、公開情報より獲

得できるものではない。したがって、これらの情報は正に、一般的にその類の

情報に係る者が知らないものに当たり、営業秘密に該当する。 

 

 また、被告 Bは A社を辞めてからすぐに自分の会社を創立し、A社時代に職

務上に知悉した営業秘密を以て、A社の顧客に A社の見積もり値段の 8割ので

営業した。そして、退職以前に担当していたメンテナンスの件で、異なるメン

テナンスプランを再度見積もりしたことで取引を奪い取る不正競争等の行為

をし、A社との契約義務に違反した。 

 

 一方、被告 Bは下記のように抗弁した。A社が提供したのは、機械ごとの交

換サービスであり、被告の顧客のニーズに応じて重要な部品に対するメンテナ

ンスサービスの内容及び値段は異なり、そもそも A社は点検サービスを提供し

ていないため、被告は不正競争をしていない。A社顧客は、被告の提案したメ

ンテナンスプランを選んだのはその予算やニーズの考慮によるものであり、被

告が低い料金で奪い取ったわけではないと抗弁した。 

 

 裁判所は、A社は確かに関連情報を第三者に開示されないように合理的な秘

密保持措置を採っているが、A社の主張した情報に秘密性が備わっているとは

認めがたいと判示した。 

 

 詳しく言えば、A社の顧客リスト及び顧客の全ての機械及びモジュールリス

ト、見積りリストにつき、「名称、住所、連絡先しか記入していない顧客リス

トは、市場又は専門分野において一定なやり方で検索すれば手に入れられる。

顧客の好み、個別のニーズ、バックグラウンド、社内の連絡ネットワーク乃

至責任者のリスト等の整理、分析を経て作成された情報でなければ、秘密性

及び経済価值があるとは認めがたい。尚、市場における商品取引価格は決まっ

たものではなく、販売価格の設定は、コスト、利益等の経営戦略に関わりがあ

り、よほどに競合他社の見積りに基づき低い料金の見積りをし、契約の機会を

奪い取るような企業倫理又は競争秩序の違反等のやり方でない限り、公益を配

慮する必要もあるため、当人が A社の取引価格情報を知っただけで、直ちにこ

の価格情報に経済価値があって営業秘密として保護すべきとは認めがたい」144

と判示した。 

                         
144 【最高裁判所 99 年度台上字第 2425 号】民事判決の趣旨である。 
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 裁判所はさらに原告の主張を退けた。被告が主張したように、電話で連絡す

る又は名刺の情報によれば顧客の窓口の内線番号やメールアドレスを獲得で

きるため、A社の主張する顧客リストの内容は取得しがたい秘密性のあるもの

ではない。更に、裁判所の調査で判明したのは、下記の通りである。 

 

 A 社は訴外人である K社の製造したウェハー欠陥検査装置の検査、点検

修理、及び部品の供給業務をしている。K社の生産したウェハー欠陥検

査装置は、世界で市場占有率は一位ではあるが、A社は純正品メーカー

でも代理店でもなく、台湾において A社の他に、K社自身及び C社も同

じ分野に携わっている。 

 

 業界の人間であれば、ウェハーを製造する会社が K社のウェハー欠陥検

査装置を購入するはずであり、検測や点検修理及び部品のニーズがあり、

これらのメーカーを訪問することによって、顧客の窓口の名前や連絡先、

顧客の機械配置情報、競合他社の見積もり情報、乃至業務提携の可能性

があるかどうか等を手に入れることができる。 

 

 顧客のほうも、自社にとってのメリットでもあるため、業務訪問や提携

話を断る必要はそもそも無く、原告会社も K社の生産したウェハー欠陥

検査装置の純正品メーカーでも代理店でもないため、同じ市場において

そもそも競合他社の参入が当然であり、同じ又は類似のメンテナンスサ

ービスにより、顧客も、各企業の提供するサービス及び技術レベルに優

劣を付け、自社のニューズに応じる相手を選択するのは当然である。 

 

 上記の理由により、裁判所は、A社の情報に秘密性がなく、営業秘密として

保護することができないと判示した。 

 

 上述の案例において、A社は営業秘密の保護を主張することに挫折したもの

の、純正品メーカーには、上述の機械の検測、点検修理、修理部品の交換等の

サービス (例えば故障原因の判断、修理部品の選択等)等、長年において相当

な蓄積があり、合理的な秘密保持措置を採った場合は、やはり当該機械設備

に係る検測、点検修理、修理部品の交換等の情報内容について、営業秘密と

して保護することを主張することはあり得る。 
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(六) 契約(民法)による保護 

 

１、契約条項の制定による 

 

(1)品質保証 

 

 消費者が継続的に純正品の消耗品を購入するように誘導する方法の一つが、

純正品の消耗品を使用することを品質保証サービスの前提とすることである。

このような条項は、これまで家庭電化製品の例えばパソコン、プリンター、携

帯等でよく見られてきた。つまり、消費者がもし一定期間内の無料品質保証サ

ービスを純正品メーカーに提供してもらいたい場合、純正品メーカー又はその

認証した消耗品を購入しなければならない。非純正品の修理部品・消耗品によ

る不具合は、無料品質保証サービスを受けることができない。 

 

 このような条項は、家庭電化製品の場合においてよく見られる。例えば、 

 

A、「A 社」は、自社の製品を購入する需要者に品質保証及びメンテナンスサ

ービスを提供する145。その内容は、「お買い上げの製品は、品質保証期間及

びその保証範囲内において、取扱説明書の注意事項をお守りいただけなか

った原因による故障、或いは自然災害（例えば地震・雷・異常電圧等）等

による故障以外は、台湾における正規販売店にて無償の品質保証サービス

を提供致します（部品代及び技術料金は発生しません）」である。 

 

但し下記の場合は有償修理となっている。「非純正品の消耗品又は部品を

ご使用になった場合」、「台湾における正規販売店が認定した規格の付属品、

部品、又は消耗品(例えばレーザープリンタ専用紙)等をご使用にならなか

った場合」、「弊社が指定する機関以外の第三者やお客様による分解、修理」

等の状況においては、品質保証サービスを提供しないことになっている。

そして、「品質保証期間において、正規販売店以外の消耗品をご使用にな

ったことが発見された場合、有償修理となります」とも規定されている。 

 

B、「B 社」の条項によると、プリンター、スキャナー、デジカメ、ワイドフ

ォーマットプリンター等の機械本体につき、購入日から 1 年間の無償品質

保証サービスを提供する。購入日より 2 年以内、プリンターの本体及びノ

                         
145 参照：https://pc.fujixerox.com.tw/warranty （最終閲覧日：2019 年 12 月 23 日）。 
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ズル(廃トナーボトルは、消耗品に属する)等は純正品のインク又はインク

タンクしか適用できず、非純正品のインク又はインクタンクを使用したこ

とによる故障・不具合に対しては、無償品質保証サービスを提供しないこ

ととなっている。その他の消耗品及び消耗性である部品は、品質保証の範

囲内に含まれていない146。 

 

C、「C社」147の条項によると、需要者が購入後、C社のオフィシャルサイトに

おいて登録して、購入証明をアップロードすると、1 年の無償品質保証が

提供される。但し、下記の状況では有償となっている。「非純正品の消耗品

（如トナー）や部品、若しくは弊社の認定規格以外の付属品、部品、消耗

品等（例えばレーザープリンタ専用紙）等。弊社が指定する機関以外の第

三者による修理又は分解等」。 

 

D、「D 社」の無償品質保証条項148には、「当該無償品質保証書により、お買い

上げ日より一年間、正常な使用状態における故障の場合は、無償で引取修

理をご提供致します」と書いてあり、「但し、無償品質保証期間内において、

下記の状況が発生した場合は保証対象外となり、技術料金及び部品代をお

客様にご負担いただくことになっております。……非純正品の消耗品・部

品をご使用になったことで故障を起こした場合。お客様による本製品を改

造、分解、修理した場合……弊社が指定する機関以外の第三者による技術

人員修理で故障を起こした場合」149と規定されている。 

 

E、日系自動車販売店「E社」の「品質保証」条項には150、「部品の品質や機能

は、外観からは判断しづらいため、使用する部品の品質が不良である場合

は、他の関連部品の損傷を起こしかねない。(弊社は)、日本本社の認定す

る純正品の採用に拘っているため、品質が保障されている。純正品の品質

を確保するために、有償部品の交換日から一年以内又は二万キロ走行時点

（いずれかの早い方まで）の部品品質保証を提供致します。お客様の正常

な使用において、部品の材質又は製造不良による損壊は、無償修理致しま

                         
146 参照：https://myepson.epson.com.tw/Service/aboutAfterSales.aspx?tabid=3 （最終閲覧日：

2019 年 12 月 23 日）。 
147 参照：https://www.ricoh.com.tw/ugC_Register-1y-Terms.asp （最終閲覧日：2019 年 12 月

23日）。 
148 参照：https://www.brother.tw/zh-tw/contents/warranty-terms （最終閲覧日：2019 年 12 月

23日）。 
149 同上。 
150 参照：https://www.toyota.com.tw/afterservice/guarantee.html （最終閲覧日：2019 年

12 月 23 日）。 
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す。日本本社の認定する純正品は、信頼できる品質のみならず、保証も付

いております」と規定されている。但し、「使用又はメンテナンスの不当に

より、過失、事故、天然災害、非正規品をご使用になったこと、お客様自

ら改造又は分解して他社の自動車に付けることによる故障」は、無償保証

の範囲から外されている。 

 

F、携帯の大手メーカー「F社」の無償品質保証条項には151、「お客様が代理店

よりお買い上げになった弊社の純正品のハードウェア乃至最初のパッケー

ジ中における純正品の付属品の材質および製造上の瑕疵に対し…お買い上

げ日より１年の『無償品質保証期間』を提供致します」と規定されている。

但し「本条項は、弊社ブランド以外の他社のハードウェア又はソフトウェ

アに適用致しません」とあり、更に「…弊社の製品規格にそぐわない第三

者の部品又は製品の使用による損壊…弊社が指定する機関又はメンテナン

スセンター以外の第三者による修理又は改造、アップグレード等による損

壊…弊社の書面同意なく改造又は機能変更した製品」等の場合による損壊

は、無償品質保証の範囲から外されている。 

 

(2)優待価格 

 

 もう一つの、需要者に純正品の消耗品を購入する意欲を向上させる手法とし

て、優待価格がある。 

 

 一例を挙げると、製品又は装置を購入する際に、二種類のプランが提供され

る。プラン Aは買い切り価格であり、プラン B は、需要者がプラン A より格安

の値段で当該製品を手に入れることができるが、買い切りではないため、後

に消耗品の交換の必要があれば、需要者は、純正品の消耗品・修理部品を購

入する義務が付けられている。プラン Aのメリットは、所有権が譲渡されたた

めに、原則として需要者は自らメンテナンス又は消耗品のメーカーを自由に選

択できる。しかし、デメリットとしては、購入価格が高額であり、そして自ら

メンテナンス及び部品交換のコストや手間を負担しなければならない152。 

 

                         
151 参照：

https://www.apple.com/legal/warranty/products/warranty-rest-of-apac-traditional-

chinese.html （最終閲覧日：2019 年 12 月 23 日）。 
152 参照：https://www.aurora.com.tw/oa/oa-solutions/0j155394505443984827 （最終閲覧日：

2019 年 12 月 23 日）。 
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 例えば使用年数が比較的に長く、単価も比較的に高いカラーインクジェット

プリンターにつき、レンタルのキャンペーンが行なわれるケースもあるが、使

用者にレンタル期間に一定数量の消耗品を購入する義務が付けられる場合も

ある。例えば「契約期間中に 24 個のインクタンクを購入しなければならない

が,色は問わない(最初に付けてあるインクタンクは含まれていない)」、且つ

「契約期間満了の際に、24 個のインクタンクを購入していない場合は、最後

の一ヶ月においてまとめて購入しなければならない」153というような取り決め

等がある。 

 

(3)所有権の代わりに使用権 

 

 もう一つよく見られる方法としては、特定な製品の修理部品自体を独立して

取引の対象とすることで、当該修理部品を元の売買関係から外すことである。 

例えば、台湾の電動バイクの一番大手な O 社が、その一押しの電動バイク

「S○○○」を上市するとき、当該製品の販売について契約条項を工夫した。 

 

A、O 社の「S○○○売買契約書」154によると、需要者は、O社から S○○○本体

一台を購入し、O 社も販売することに同意する。但し、当該売買対象の走

行のために使用しなければならない電池（型番：XXX）は、本件契約の売買

対象物に属さないことを需要者は理解し、承認（acknowledge）している。

電池の所有権は、買い手に譲渡しないため、買い手も電池の所有権を取得

しないという旨が記されている。そもそも、電池の所有権は O 社のもので

はなく、イギリス領バージン諸島企業 Q社が所有している。 

 

B、電池について、需要者と Q 社の間で別途交わした「電池サービス契約」条

項によると155、需要者は、電動バイクを購入したにもかかわらず、電池に

対して所有権がなく、需要者は実際、Q 社から電池のセットアップ、交換

又は充電サービス(以下は、「電池サービス」と称す)を購入することに過ぎ

ない。 

 

                         
153参照：

https://oga.kmu.edu.tw/images/attachment/%E5%8D%B0%E8%A1%A8%E6%A9%9F%E7%A7%9F%E8

%B3%831050501.pdf （最終閲覧日：2020 年 2 月 24 日）。 
154 参照：https://store.gogoro.com/tw/legal/SmartscooterPurchaseAgreement_1001 （最終

閲覧日：2019 年 12 月 23 日）。 
155 参照：https://store.gogoro.com/tw/legal/battery-contract （最終閲覧日：2019 年 12 月

23日）。 
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 しかも、当該契約に「使用者は Q社が電池の唯一の所有権者と認識しており、

使用者は当該電池に対して、所有権やその他の物権、知的財産権又は他の権利

を享有しておらず、本契約に規定される電池の使用権の他、使用者は、当該電

池に対して所有権、留置権又はその他の物権等の権利を主張、行使してはなら

ず、使用者は当該電池のいかなる権利又は権益も第三者に譲渡してはならない」

と記されている。 

 

 上記でも分かる通り、製品における核心的な部分である電池はバイク本体か

ら独立され、単独な取引の対象として、Q 社名義で契約が締結されている。一

方、電動バイクのほうは、O社名義で契約が締結されている。 

 

 このように取引の主体を別々にすることで、知的財産権の売買による権利

消尽を遮断する他、核心的な部品の使用規定も別途定められており、競合他

社(他の電池製造メーカー)のアフター市場のエコシステムに参入するハード

ルを高める。例えば、Q社との間で結ばれた電池サービス契約によると、電池

の使用者は、当該使用規範に従わなければならない156。 

 

A、使用者は、善良な管理者の注意義務を以て当該電池を使用しなければなら

ず、電池保管規則にも従わなければならない。もし使用者が当該電池の使

用権限を他人に許諾し、その他人が占有又は使用させる場合は、当該他人

を電池保管規則及び本契約の規定を従わせるべきである。 

 

B、使用者は自ら、また他人を教唆して当該電池又はパーツの分解をしてはな

らず、当該電池を台湾以外の地域に持ち込むこともできない。 

 

C、別段の定めがない限り、当該電池サービスをビジネス又は事業目的に利用

することができない。 

 

D、もし使用者自ら、また他人を教唆して当該電池を分解した場合は、台湾刑

法の器物損壊罪等の刑事責任を有し、使用者は、当該電池の賠償基準によ

り賠償する外、懲罰的損害賠償として、別途当該電池のファクトリーリセ

ットのコストの 100 倍の金額を Q社に賠償しなければならない157。 

 

                         
156 同上、6条。 
157 同上、11 条。 
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E、もし使用者自ら、また他人を使って当該電池を台湾以外の地域に持ち込ん

だ場合は、懲罰的損害賠償として、別途当該電池のファクトリーリセット

のコストの 100 倍の金額を Q社に賠償しなければならない。 

 

(4)サブスクリプション方式 

 

 近年は、サブスクリプション方式も段々使われるようになっている。所謂サ

ブスクリプション方式とは、いくつかの類似パターンがあり、一番典型的なも

のは、X社コピー機のモードである。コピー機は販売される当初において、値

段がかなり高かったため、X社はレンタルの方向で販売促進した。そうするこ

とで、使用者は大量なコストで機械設備を購入することなく、コピーする量に

沿って料金を支払うことになっている。このように、X社はコピー機を世に押

し出すことが功を奏し、X社のブランド名も「コピー機」の代名詞ともなった。 

 

 このように、値段の設定により、需要者に「購入」ではなく「レンタル」を

選ぶよう誘導する動きは、設備製造業者にも見られる。 

 

 例えば、「F社」は、その「静電キッチンフード」について、「買い切り」又

は「レンタル」を選択することができる158。レンタルプランは、低めの金額が

メリットである以外に、メンテナンス等のアフターサービスを提供すること

で、需要者との間の長期的な関係を築くことができる。このようなメンテナン

スサービスのニーズにより、ブランド業者のアフター市場における地位をより

一層強化できて、メンテナンスと修理を掌握することで能動的な立場に立ち、

顧客にも継続的に純正品の消耗品・修理部品を選択するニーズ及びモチベー

ションを得られるのであろう。 

 

 台湾の自動車市場において、「M 社」は自動車メーカーと提携し159、「サブス

クリプションレンタルサービス」を提供している。毎月レンタル料を支払うこ

とで、より低い価格で、提携指定するブランドの新しい自動車を使用するこ

とができ、しかもそのレンタル料金に保険・税金・メンテナンス代金等一連

のサービスも含まれており、毎年新しい車に取替ることが可能であり、「専属

の“執事”による完璧な自動車使用サービス」というキャッチフレーズの文字

通りのサービスを受けることができる。このようなやり方は、需要者のほうも

                         
158 参照：http://www.euroasia.tw/leasing-program/ （最終閲覧日：2019 年 12 月 23 日）。 
159 参照：https://www.easyrent.com.tw/UPLOAD/event//108event/1914/index.html （最終閲

覧日：2019 年 12 月 23 日）。 

―151―



152 
 

新しい車を使用できると同時に、需要者に特定のメーカーから修理部品を購

入するように仕向けることができるため、純正品メーカーが、消費者の修理

部品・消耗品を選ぶ消費者行動モデルを把握することができ、垂直統合のよ

うな機能をも果たしている。 

 

２、契約の自由の限界 

 

(1)消費者保護法 

 

 消費者は、「消費者保護法」に基づいて、企業の付合契約において無償品質

保証責任を排除することは、公平を欠くとを主張することもある。 

 

 これについて、消費者保護法 11 条に「企業経営者が付合契約に定める条項

は、平等互恵の原則に基づかなければならない。」と規定されている。さらに、

第 12 条に「Ⅰ付合契約における条項が信義誠実の原則に違反し、消費者に対

して明らかに公平を欠く場合は無効とする。Ⅱ付合契約における条項に次のい

ずれかの状況があった場合は、明らかに公平を欠くものであると推定する。一、

平等互恵の原則に違反している場合。二、条項とその適用を排除した任意規定

の立法趣旨とが明らかに矛盾している場合。三、契約の主な権利若しくは義務

が、関連条項の制限により、契約の目的を達成することが困難になった場合」

と規定されている。 

 

 上述の規定を土台に、主務官庁160は、特定の類型の商品売買に関し、普通取

引約款について記載すべき、又は記載できない事項という要綱を制定した。 

 

 例えば、「電化製品の特質又は消費者のこの分野についての専門知識の欠如

により、消費者は往々にして、商品が交付される際にすぐ瑕疵を発見できない

という考慮に基づき、販売者は交付後の合理的な期間内においては、瑕疵担保

責任が課されている。従って消費者は、当該合理的な期間内において瑕疵を発

見した場合、やはり販売者に対して権利を主張することができる」との旨が記

されている。主務官庁は、電化製品売買の普通取引約款の条項に対し「約定で

交付時に発現できない瑕疵の担保責任の排除又は制限してはならない」と指摘

した161。 

                         
160 ここでは行政院を指す。台湾の最高行政機関である。 
161 「電化製品売買の普通取引約款について記載すべき又は記載できない事項」を参照。

https://www.ey.gov.tw/Page/DFB720D019CCCB0A/f6ba3f43-981d-4533-a555-79910d9eaeb3 ）
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 尚、自動車関係について、「車の構造は複雑であり、消費者のこの分野につ

いての専門知識の欠如により、消費者は必ずしも商品が交付される際にすぐ瑕

疵を発見できるわけではないという考慮に基づき、販売者は交付後の合理的な

期間内においては、民法等の法律による瑕疵担保責任が課されている。従って

消費者は、当該合理的な期間内において瑕疵を発現した場合、やはり販売者に

対して権利を主張することができる」という見解により、主務官庁は、「自動

車の点検修理に関する普通取引約款について、記載すべき又は記載できない事

項」162において、特別に「契約で車の交付時に発現できない瑕疵の担保責任を

排除又は制限してはならない」と規定している。 

 

 しかしながら、自動車の修理部品の場合は、交通安全及び車用修理部品の製

造の専門性に鑑み、今日の実務においては、純正品メーカーが付合契約にお

いて、車の所有者が、非純正品の部品を使用し、若しくは純正品メーカーの

指定方法に従ってメンテナンスしない場合は、品質保証サービスを排除する

事由として成り立てるという旨を認めることもある。例えば、【彰化地方裁判

所 106 年度彰小字第 430 号】修理費用給付請求事件がある163。 

 

 原告は被告である代理店より、S社が製造した自動車を購入し、無償品質保

証期間は 4年であった。原告が購入して 4年未満の間に、当該車両を運転して

いたところ、トランスミッションバルブボディが故障していまい、動力がうま

く伝わらず、被告のメンテナンス工場で修理し、その際に技術料金を支払った。

そこで、原告は「係争自動車のトランスミッションバルブボディは、無償品質

保証期間内に故障したことから、被告が無償品質保証責任を負うべきである」

と主張した。 

 

S 社の代理店である被告は、原告が純正品メーカーの指定した方法でメンテ

ナンスしていないため、その無償品質保証責任を排除できると主張したことに

対し、原告は、当該条項に公平を欠くと主張した164。 

 

 被告は、原告が無償品質保証条項を適用できない理由について、「係争自動

                                                                       
（最終閲覧日：2019 年 12 月 23 日）。 

162 参照： 

https://www.ey.gov.tw/Page/DFB720D019CCCB0A/da1e4254-26b6-413f-9a11-0e9cb34ccfa1 

（最終閲覧日：2019 年 12 月 23 日）。 
163 以下の内容は、当判決より抜粋した。 
164 同上。 
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車のトランスミッションバルブボディの故障について、被告は一代理店として、

無償品質保証を付与するかどうかを決める権限がない。純正品メーカーの技術

スタッフの鑑定により、係争トランスミッションバルブボディの故障と判明し

た後、被告は原告のために無償品質保証の申請を行ったが、無償品質保証条項

にそぐわないとの理由で、メーカー側に却下された」と主張した。その主な理

由は、「原告が購入する際にサインした同意書又は交付する前のチェックリス

トと無償品質保証マニュアルにより、係争自動車は每年若しくは 15,000 キロ

走行毎に、純正品メーカーの指定した機関にて、純正品メーカーの定めた定期

メンテナンスを行わなければならないが、原告はこの規定を知りながら、購入

後から事故発生までに、一度も純正品メーカーの指定した機関でメンテナンス

を行っていない。この為、既に無償品質保証の権利を失い、被告は無償品質保

証責任を負うべきではない」165ということである。 

 

 裁判所は、無償品質保証責任について、下記のように判示した。原告が車の

交付時にサインした同意書の 2条 3項に、最初の 4年間、純正品メーカーの無

償品質保証を受けることができるが、「交付時より 4 年以内、下記のいずれの

条項に違反する場合は、直ちに前述の無償品質保証の権益を失うことになり、

記載された無償保証の約定は自動的に失効となる…。三、係争自動車は S社の

の規定に従い、毎年若しくは 15,000 キロ走行毎に、S社の指定した機関にて、

S社の定めた定期点検を行い、その認定した化学合成油を使用し、更に、オー

ナーマニュアル及び無償品質保証マニュアルの規定に従わないといけない」と

いう内容が記されていた。 

 

 上記の内容により、被告の係争自動車に対して担う無償品質保証責任とは、

每年若しくは 15,000 キロ走行毎に、純正品メーカーの指定した機関にて、純

正品メーカーの定めた定期点検を行い、その認定した化学合成油を使用すると

いう前提において、点検無償品質保証責任を負うわけである。本件の原告は、

購入日から 3年余り、事故当日の故障まで、一度も純正品メーカーの指定機関

において点検修理を行ったことがなく、正に上記の同意書 2条 3項の規定にそ

ぐわず、原告の、被告が無償品質保証責任を負うべきという主張に理由がない

と裁判所は判示した。 

 

 裁判所は続いて下記のように述べた。「自動車の修理・点検は、専門性のあ

る分野であるため、一般な純正品メーカーも自社の製造販売している車の部品、

                         
165 同上。 
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組み立て、チューニングの状況については比較的よく知っており、決まった点

検修理の流れやステップも設けられている。一般論からすると、純正品メーカ

ーの点検修理の品質は、普通のサードパーティーより比較的に良好であると思

われるため、上記の条項において、オーナーは指定機関で定期点検を行ってこ

そ、無償品質保証を受けることができる旨に対し、これは自動車という商品

の特性に即しており、車の交付時に発現できない瑕疵の担保責任を排除又は

制限してもないため、契約締結の当事者地位の不平等による明らかに公平を

欠くことに当たらず、原告の上記の主張は取るに足りない。」166 

 

 上記でも分かるとおり、自動車修理部品に係る場合は、現在一部の台湾実務

の見解によると純正品メーカーの修理部品のほうが比較的に安全であり、主務

官庁も「自動車の点検修理に関する普通取引約款について、記載すべき又は記

載できない事項」167において、「メンテナンスに際に、自動車に部品交換の必

要がある時、別段の定めがない限り、修理工場は、純正品メーカーの部品で交

換すべきである」168と明記した。したがって、もし自動車の純正品メーカーが、

安全性、品質又は専門性等の正当な考慮から、ディーラーや代理店に純正品の

修理部品で交換するように指示し、更に消費者は契約条項に従って自動車を使

用しない場合は無償品質保証責任を負わないと、普通取引約款において規定し

た場合は、消費者保護法に違反しない。 

 

(2)公平交易法 

 

 企業が、契約条項により、「販売後」に取引相手に制限を掛けることは、公

平交易法 20 条169により規制されている。 

 

                         
166 同上。 
167 参照：https://www.ey.gov.tw/File/C6885279824C700C?A=C （最終閲覧日：2019 年 12 月

23 日）。 
168 所謂純正品の部品とは、自動車メーカーは自らまたは他人に生産を委託し、メーカー名義

で供給する新品の部品を指す件。「自動車の点検修理に関する普通取引約款について、記

載すべき又は記載できない事項」にある「記載すべき事項」三条の（五）を参照。 
169 公平交易法 20 条に、「次の各号の行為のいずれかがあり、競争を制限するおそれがある場

合、事業者はこれをなしてはならない。一、特定の事業者を損害することを目的として、

その特定の事業者に対し供給、購買、又はその他取引を断絶するよう他の事業者に促す行

為。二、正当な理由なしに他の事業者に対し差別待遇を与える行為。三、低価格を以て誘

引することその他の不公正な方法により競争者が競争に参与し又は従事することを阻害す

る行為。四、脅迫、利益の提供による誘引その他の不公正な方法により他の事業者に価格

競争をさせず、又は結合、連合又は垂直的競争制限に参与させる行為。五、不公正に取引

相手の事業活動を拘束することを条件としてこれと取引を行う行為」と規定されている。 
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 純正品メーカーは、アフター市場で継続的にその消耗品又はメンテナンスサ

ービスを需要者に使用されつづけることを望んでいるため、往々にして契約条

項を以て、下請けの業務でさえ他のサードパーティーの部品を採用することを

制限し、若しくは非純正品の部品を使用することを、品質保証サービスを提供

しない事由として定めるのは前述の通りであるが、これらの契約条項の設定は、

自由競争の存在意義を減殺しかねないため、公平交易法の規制を如何に適用す

るのかが問題になる。よく見られる例は、下記の通りである。 

 

A、正当な理由なしに差別的に取り扱う行為 

 

 公平交易法 20 条 2 号の規定によると、正当な理由なしに他の事業者を差別

的に扱う行為は、競争を制限するおそれがある場合、事業者はこれをなしては

ならない。 

 

 主務機関である公平交易委員会の見解によると、本号の所謂「差別的に扱う

行為」とは、事業者が、同一の商品又は役務について、差別的な価格又は価格

以外の差別的な条件を以て、同一競争圏における事業と取引することを指す。 

 

 同法施行規則 26 条によると「本法 20 条 2 号のいう『正当な理由』とは、下

記の状況を斟酌して認定しなければならない。一、市場の供給と需要状況。二、

コストの差異。三、取引額。四、信用リスク。五、その他の合理的な事由。そ

の差別的に取り扱う行為は競争を制限するおそれがあるかどうかにつき、当事

者の意図、目的、市場における地位、市場構造、商品又は役務の性質、当該

行為が市場競争に与える影響等を総合的に判断しなければならない」と規定さ

れている。 

 

 所謂「競争を制限するおそれがある」は、自由競争を阻害することが実際に

発生する必要はなく、その行為を為すことで、市場の競争機能を減殺しかねな

いことであれば十分である170。 

 

 したがって、純正品メーカーが、契約又は契約条項により、下請けの事業者

に純正品の消耗品又は部品を使用する者に限って無償品質保証を与えるよう

に制限をかける場合、若しくは、純正品メーカーの指定した機関でしか消耗

品・修理部品を購入せず、そうでなければ優待待遇を適用できない等の規定を

                         
170 公平交易委員会 2016 年 10 月 31 日公処字第 105118 号処分書を参照。 
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した場合、その条項内容は、単にアフター市場においての第三者からの価格競

争を避けようとして、他に正当なる事由がない171場合、公平交易法に違反する

おそれがあると思われる。 

 

 「公平交易委員会の自動車部品・付属品の取引に関する処理要綱」172による

と、所謂正当な理由とは、下記の要素を考慮しなければならない。「一、市場

の供給と需要状況。二、コストの差異。三、取引額。四、信用リスク。五、そ

の他の合理的な事由」である。 

 

B、不当に取引相手の事業活動を拘束することを条件として取引を行う行為 

 

 事業者が、アフターサービスを提供する際に純正品の部品しか使用できない

という制限をディーラーにかけることが、公平交易法に違反するかどうかにつ

き、公平交易委員会は案件ごとにその事情を斟酌して認定すべきという見解を

示した。 

 

 詳しく言えば、「公衆安全に係わる製品を製造するメーカーが、そのディー

ラーに、アフターサービスを提供する際に純正品の部品しか使用できないとい

う制限を設けるのは、公平交易法に違反するか」について、公平交易委員会は、

「その制限につき、元請けの事業者は、公正且つ客観的な証明を持って、下請

けの事業が顧客のための点検修理の際に、純正品の部品を用いないと、公衆

安全にリスクをもたらしかねない旨を証明できれば、正当な理由があると認

めることができる。そのため、制限は本条項に違反するかどうか、案件ごと

に、その具体的な情状により判断する」173と示した。 

 

 公平交易委員会は「公平交易委員会の自動車部品・付属品の取引に関する処

理要綱」において、「自動車部品・付属品の製造・販売事業者は、特定な事業

者を阻害する目的として、他の事業者に、特定な事業者相手に部品・付属品又

は検測、メンテナンス、チューニング設備を販売してはならないという制限を

設け、競争を制限する行為を為してはならない」と規定した。 

 

 さらに、同要綱には、次のように記載されている。「自動車メーカーと代理

店は、下記のいずれの行為を為して競争を制限するおそれがある場合、事業者

                         
171 例えば、純正品を使用しない場合は、安全性に疑いがあるということである。 
172 「公平交易委員会の自動車部品・付属品の取引に関する処理要綱」6条を参照。 
173 公平交易委員会 1993 年 6 月 8日（82）公弐字第 01717 号書簡によるものである。 
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はこれを為してはならない。 

 

 正規品の部品・付属品を、独立系事業者又は自動車部品店（貿易商も含

まれる）に販売することを、ディーラーに不当に制限すること。 

 

 非正規品の部品・付属品を、独立系事業者又は自動車部品店（貿易商も

含まれる）に販売してはならないと、スペアパーツメーカーに不当に制

限すること。 

 

 新車に用いる正規品の部品・付属品において、別途その所有する商標又

は表示を、目に付き易い箇所に表示することを、スペアパーツメーカー

に不当に制限すること。 

 

 その他の事業者の活動行為を不当に制限すること。 

 

 そして、自由競争に不当な制限を掛けたかどうかについて、「当事者の意図、

目的、市場における地位、市場構造、商品又は役務の性質及び、当該行為が

市場競争に与える影響等を総合的に判断しなければならない」174。 

 

 時に、自動車純正品メーカーは、自社の自動車に特定な規格を有するエンジ

ンオイルを使用することを指定することがある。自動車の所有者が自ら選んだ

エンジンオイルを使用した場合、それを理由に純正品メーカーに無償品質保証

の提供を断られたこともある。これについて、公平交易委員会は、下記の見解

を示した。 

 

「1、機械の潤滑原理に基づき、各自動車の設計が異なるために、エンジンオ

イルに対するそれぞれのニーズがあり、規格上、グレード上の差異があるた

め、API、CCMC、SAE という機関による認証済みのエンジンオイルを使用す

るように制限をかけたことは、必要且つ正当性があると認められるべきであ

る。 

 

2、エンジンオイルのブランドに制限を掛けることは必要ではなく、推奨と

いう形で十分である。規格やグレードに一致する他社のエンジンオイルを使

用したことを理由に、自動車の無償品質保証に支障を来たすべきではない。 

                         
174 同上、7条である。 
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3、規格やグレードに一致しないエンジンオイルを使用したことで自動車に

不具合が生じた際に、その部分に限って自動車の無償品質保証を負わないと

主張することができるが、当該自動車の他の部份に対する無償品質保証に影

響がないはずである。 

 

前記の内容は、既に各自動車業者に知らせ、一定の期間内において使用マ

ニュアルにおけるエンジンオイル使用の規定を改正するように通達した。こ

のため、自動車業者は、自動車の所有者に、公信力のある第三者の機関に認

証された規格上・グレードのエンジンオイルを使用するように制限した行為

は、機械の潤滑原理に基づいたために、正当な理由を有するといってよいだ

ろう。 

 

尚、自動車業者が使用マニュアルにおいて、自動車の所有者は特定のブラ

ンドのエンジンオイルを使用しない時に、『全て』の無償品質保証を受ける

ことができないと規定することは、取引秩序に影響を及ぼすに足りる欺罔又

は著しく公正を欠く行為を為したことに当たり、公平交易法 24 条に違反す

るという趣旨で、本会は各案件の情状により法律により対処する。」175 

 

 ライセンス契約の場合において、公平交易委員会は、「公平交易委員会の技

術ライセンスに対する処理要綱」176を制定した。 

 

 その中の第 6点で言及したのは、実施許諾者が、実施権者に、実施許諾者又

はその指定した者に原材料、部品等を購入するように要請する場合、もし当

該要求が、許諾される技術に所望の効能を発揮するためでも、又は許諾商品

の商標、商誉又はその専門技術の秘密性を守るためでもなければ、競争を制

限するおそれがある時は為してはならない。 

 

 尚、技術ライセンス契約に正当な理由なしで、取引条件、ロイヤルティーに

ついて、実施権者を差別的に取り扱うことは、関連市場において競争を制限

するおそれがある時も為してはならない。例えば、米系企業のスマートフォン

                         
175 参照：https://zh-tw.facebook.com/153543318133008/photos/新車保固期間車主自備機油

原廠不得中止保固這則消息對各位車主相當重要請各位熱情轉發對於新車保固問題到底不在

原廠保養原廠將終止保固是否合理有沒有合法根據 1950 消費/183418005145539/ （最終閲覧

日：2019 年 12 月 23 日）。 
176 参照：https://www.ftc.gov.tw/internet/main/doc/docDetail.aspx?uid=163&docid=227 

（最終閲覧日：2019 年 12 月 23 日）。 
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の手掛かりに）、メーカーは需要者本人以上に、その使用する際のニーズ或は

難儀を掴み、使用状況を観察することで、将来のニーズもある程度予め察知で

きるので、進んでもっと経済的に、もっと効率的な製品又はプロモーション

プランを作成することができる。 

 

 更に、クラウドサービス及びモノのインターネットの応用は日に日に普及し

ており、それにつれて情報セキュリティの確保のニーズも高まり、そこで、プ

リンターメーカーW社も自社設備のエコ機能、スピード、効率を上げる外、情

報セキュリティの付加価値サービス185も提供し、更に効率よく、安心なサービ

スを供給することができる186。 

 

 予知保全（predictive maintenance）とアセットトラッキング（asset 

tracking）は、2018 年に注目すべき IoT 市場であると報道された。それらは、

本当の効率化を発揮しつつ、安全性を高めることもできるからである187。今日、

IoT によるデータ分析により、メーカーはもっと正確に設備のメンテナンスを

すべき時期を把握でき、予知保全を実現できる188。 

 

 例えば、日系企業の T社は、そのエレベーター業務に対応するために、日本

国内に二カ所のサービス情報センターを設け、更に電気通信事業者の K社と提

携して海外で応用しようとしている189。それにより、エレベーター監視作業を

行い、普段よりエレベーターの稼働状況観測及びメンテナンス時期のアレンジ

メント、又は資料解析を以てフィードバックを送っている。地震等の地域災害

が起きた際に、可能な限りサポートも提供できる。このような付加価値サービ

スは、正に T 社が長年顧客との付き合いと製品の整備点検等により、逐一培

ってきたデータベースがあってこその賜物である。 

                         
185 例えば C社のコンピューター監査アプリケーション”imageWARE Secure Audit Manager”

である。参照： 

https://tw.canon/zh_TW/business/20190527-BIS-Sky-Bar-activities-part2/article 。 

（最終閲覧日：2019 年 12 月 23 日）。 
186 同上。 
187 参照：

https://www.eettaiwan.com/news/article/20171215NT03-IoT-Markets-to-Watch-in-2018 

（最終閲覧日：2019年12月23日）。 
188 参照：

https://www.digitimes.com.tw/iot/article.asp?cat=158&cat1=20&cat2=10&cat3=10&id=

0000526077_Q0I139D16ZI7Y48GHYW0C （最終閲覧日：2019年12月23日）。 
189 参照：

https://www.digitimes.com.tw/iot/article.asp?cat=158&id=0000558382_3572sf4f9uaoj

e18hm1vv （最終閲覧日：2019年12月23日）。 
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 小売販売網やモバイルコミュニケーションが発達している今日、メーカーが

需要者の好みや意向を把握しづらい時代に終わりを告げ、ソーシャルネットワ

ーキングや、ニューメディア等のプラットフォームにより、企業は、以前よ

りずっとはっきり需要者の製品に対する好みが分かり、その需要に応えてニ

ーズに寄り添えるため、進んで長期的、継続的な顧客関係を築くことができ

る。このような新しい趨勢において、アフター市場の経営はますます重要にな

っていくため、引き続き需要者側から修理部品・消耗品、進んで関連するサ

ービス経験を蓄積し、ユーザーデータを増やすことで、企業は市場において

ますます競争力を高められるであろう。 

 

４、製品の収益構造の見直し 

 

 本体と消耗品で構成される製品において、従来より、製品本体の価格を抑え

て販売台数を確保するとともに、利益率を高く設定した消耗品で収益を上げる

ビジネスモデルがある190。また、業界によっては製品本体の価格をそれほど押

さえないにしても、修理品・消耗品を高めの設定にして重要な収益源としてい

る製品は多い。家庭用ゲーム機本体とゲームソフト、家庭用プリンターとイン

クカートリッジなどの民生品のみならず、自動車本体と補修パーツ、半導体製

造装置と消耗品などである。 

 

 純正品メーカーの修理品・消耗品に対して、模倣品が出現する原因、或いは

サードパーティーがアフター市場に参入する動機付けの一つは、これらの部品

等の高い利益率にある。先行開発者であるメーカーは、多額の開発費や調査費

などを負担しているので、サードパーティーと同一のコスト構造で、安価に販

売することには限界がある。 

 

 しかしながら、製品本体と修理品・消耗品からなる製品の収益構造を見直し、

付加価値が高く、よりクライアントのニーズに沿うもので、しかも容易に第

                         
190 このようなビジネスモデルは、最初は髭剃りのメーカーが採用し、低めの値段で本体（髭

剃り）を販売し、消耗品（替え刃）の販売により長期的な収益を確保してきた。そこで、

このビジネスモデルもほかの業界にも広範囲で応用されてきた（例えばエレベーターやプ

リンター等）。三谷宏治、2016 年 6 月、《你怎麼賣，比你賣什麼更重要：史上最強的 70

個商業模式》（日本語原書：三谷宏治《ビジネスモデル全史》）、先覚出版社、

(https://www.books.com.tw/web/sys_serialtext/?item=0010715514&page=1) （最終閲覧

日：2020 年 2 月 10 日）。 
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三者が参入できない製品本体で適切な利潤を確保するとともに、修理品・消

耗品の価格は、従前よりも利益率を抑えたレベルに設定することは、サードパ

ーティーの参入を防ぐ手段として考えられる。 

 

 その場合、修理品等の純正品が手ごろな価格であることを消費者に訴求しつ

つ、よりカスタマイズ化する製品本体を販売することも考えられる。また、例

えサードパーティーが修理部品・消耗品の市場に参入しても競争力を維持しや

すい。 

 

 例えば日系企業の A社は、インク使用量を節約したいというクライアントの

ニーズを察知し191、大容量インクタンクを採用したプリンターでオフィス市場

の開拓を加速し、消耗品に依存したビジネスモデルからの転換を進めるとして

いる192。プリンターメーカーである X社も、消耗品に依存するビジネスモデル

からの転換の必要性を意識しはじめ、プリンター本体の販売価格を見直ししよ

うという動きがある193。今の時代ではプリンターが次第に必需品でなくなって

ゆくことから、使用ニーズも徐々に減少していくため、過去のように高めの消

耗品を販売する戦略も有利でなくなってしまうと思われる194。 

 

近年新たに活用されているビジネスモデルは、例えば前述したサブスクリプ

ション方式、所有権譲渡の代わりに使用権のみの契約を交わす等、モノのイン

ターネット(AIoT)と連携しており、高めの消耗品で利益を上げてきた業界にも

転換のきっかけを与えている195。例えば髭剃りの分野において、アメリカ企業

H社は、過去の髭剃りと替え刃に依存する戦略から転換し、顧客それぞれ個人

的なニーズ（例えば使用頻度や包装の仕方196）を捉えることで、より一層おの

                         
191 参照：https://www.cw.com.tw/article/article.action?id=5095037 （最終閲覧日：2020

年 2 月 10 日）。 
192 参照：https://www.epson.jp/IR/pdf/epson25_19-21_presentation_jpn.pdf （最終閲覧日：

2020 年 1 月 10 日）。 
193 参照： 

https://www.msn.com/zh-tw/money/other/hp-%E6%AD%A3%E8%80%83%E6%85%AE%E6%94%B9%E8

%AE%8A%E5%95%86%E6%A5%AD%E6%A8%A1%E5%BC%8F%EF%BC%8C%E6%B6%88%E8%B2%BB%E8%80%85%E

4%B8%8D%E7%94%A8%E5%86%8D%E8%B2%B7%E6%98%82%E8%B2%B4%E7%9A%84%E5%A2%A8%E6%B0%B4%

E4%BA%86%EF%BC%9F/ar-BBYRyja （最終閲覧日：2020 年 2 月 10 日）。 
194 同上。 
195 参照：https://www.cw.com.tw/article/article.action?id=5095037（最終閲覧日：2020

年 2 月 10 日）。 
196 参照：https://www.managertoday.com.tw/articles/view/58231 （最終閲覧日：2020 年 2

月 12 日）。 
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おののニーズに応えられるサブスクリプションサービスを提供し197、かなり大

きな成功を収めている。  

                         
197 例えば、週に二回～四回髭剃りをする顧客は、三か月15米ドルのプランを選択することで、

H社から自動的に三か月ごとに替え刃が自宅に郵送されるシステムになっている。 

参照： 

https://www.businesstoday.com.tw/article/category/80392/post/201908140049/Nike%E

3%80%81%E8%BF%AA%E5%A3%AB%E5%B0%BC%E9%83%BD%E5%9C%A8%E5%AD%B8%20%20D2C%E6%99%82%

E4%BB%A3%E4%BE%86%E4%BA%86（最終閲覧日：2020 年 2 月 10 日）。 
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参、権利侵害への救済手段 

 

 上記の「弐」において、修理部品・消耗品等の裁判例、それらについての保

護対策、及びその裁判例、または裁判を巡る攻撃防御方法から得られる保護の

示唆を紹介したが、本章は、権利者が実際に権利侵害を受けた際に採れる法的

な手段及びその注意事項について説明する。 

 

一、提訴する前の準備 

 

(一)法律事務所への委任 

 

 台湾において専利法、商標法、著作権法等の法律に基づいて、権利者が権利

侵害者との話し合いの見通しが持てない場合、その侵害差止及び損害賠償の請

求は、民事訴訟で裁判所の勝訴判決・強制執行により請求を果すことができる。

ちなみに、台湾は中国のような「行政査処」制度198は設けられていない。尚、

商標法、著作権法等の規定に、故意による刑事罰も設けられているため、話し

合いに応じるように、刑事告訴を以て権利侵害者にプレッシャーを掛けること

もよくある。 

 

 台湾の民事訴訟法によると、上告審は弁護士強制主義199を採用しているが、

第一審と控訴審は特にこのような規制はない。刑事事件の場合、犯罪被害者は

告訴でも弁護士を告訴人代理人として委任しなくてもよい。しかし、知的財産

権の案件は一般訴訟より入り込んだ事情もあり、更に企業の経営面等も含めて

全般的に戦略を立てる必要があるので、現地の法律及び実務に詳しい弁護士に

依頼することが望ましい。台湾現地に日本語が堪能又は日本留学経験者の弁護

士もいるため、日本企業にとっては心強いであろう。 

 

 ついでに付言するが、権利者が知的財産権侵害訴訟で勝訴した場合、弁護士

費用を被告に請求できるかどうかも権利者の関心事である。 

 

                         
198 中国の「行政査処」制度とは、権利者は行政機関に権利侵害を告発し、行政機関は権利侵

害に当たるかどうか自ら調査して判断を下し、場合によって侵害差止、没収等の処分を下

すことである。 
199 民事訴訟法 466 条の 1 に、「控訴審の判決に対して上告しようとする場合は、弁護士の訴

訟代理人を委任しなければならない」と規定されている。もし弁護士を委任しない場合、

裁判所は期間を定めて補正を命じ、それでも補正しない場合は、上告は訴訟要件を欠く不

適法なものとして却下されることとなる。 
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 知的財産訴訟において、複雑的な技術内容にかかわる場合もあり、重大なケ

ースであれば一審でも一年以上かかる可能性があり、ましては、裁判文書と書

状の和訳作業で更に費用がかさんでしまう。弁護士費用を被告が肩代わりでき

るかにつき、日本の場合は、現時点でアメリカ流の敗訴者負担制度を導入して

いないが、不法行為の場合は例外としてある程度の請求が可能である200。台湾

の場合は、現行法の民事訴訟法により、訴訟費用201は敗訴側が負担することと

なっているが、原則的に事実審（一審及び控訴審）の弁護士費用は、訴訟費用

として見なされていないため202に請求できない203。但し、民事事件の上告審は

弁護士に依頼することを義務付けられるので、上告審の弁護士費用は例外的に

訴訟費用とされるが、訴訟目的物の価額 3％以下で最高は台湾ドル 50 万元を

超えてはならず204、裁判所が敗訴側の負担額を算出する。 

 

 しかしながら、上記の見解は決して一枚岩ではなく、社会の複雑化につれて、

一部の知的財産事件の費用も高騰し、この見解も少し違う動きを見せている。

2013 年に、【知的財産裁判所 100 年度民專上更(一)字第 10 号】実用新案権侵

害事件控訴審判決において、原告の弁護士費用の一部を損害賠償金として被告

に負担させることが認められた。さらに、2017 年の【知的財産裁判所 105 年

度民専訴字第 71 号】特許権侵害事件の判決でも、知的財産侵害訴訟の専門性

を考慮し、勝訴側の合理的範囲内の弁護士費用は、敗訴側が負担すべきである

と判示した205。昨年の 10 月、台湾最高裁判所の判決でも少し変化の動きを見

                         
200 「日本最高裁判所昭和 44(オ)280 号同 44 年 11 月 25 日第三小法廷」の判決による。参照：

http://www.courts.go.jp/app/files/hanrei_jp/036/055036_hanrei.pdf（最終閲覧日：

2019 年 12 月 10 日）。 
201 例えば、裁判手続の手数料、証人の旅費日当、鑑定費用などである。 
202 今までの台湾の主流的な実務見解によると、事実審の弁護士費用は必要費用でも訴訟費用

でもないという固着観念がある。 
203 知的財産権等の侵害は、現在台湾法上の権利侵害の構成によると、被告側の「不法行為」

に該当するが、事実審の弁護士費用は原則的に請求できない。なお、知的財産権侵害事件

の場合における請求権の基礎は、特別法優先の原則に基づき、民法の 184 条「不法行為」

の代わりに、各特別法（専利法、商標法…）のそれぞれの侵害差止の規定より侵害者に請

求する。知的財産権侵害も本質的に「不法行為」に該当するからこそ、「間接侵害」の明

文規定が欠如のため前記の民法 185 条「共同不法行為」で対処するわけである。 
204 「裁判所の選任弁護士及び上告審弁護士報酬の算出支給基準」4条 1項 1号である。 
205 参照： 

http://www.saint-island.com.tw/JP/Knowledge/Knowledge_Info.aspx?IT=Know_1_4&CID=

257&ID=579 「上記裁判所の見解によると、知的財産案件（なかんずく特許案件）は、一般

的な民事訴訟と異なり、その訴訟上の攻撃防御においては、科学技術と法律の専門知識が

必要とされるところが多く、もし当事者に専門的な訴訟代理人の協力がなければ、迅速で

良質な審理が期待できない。したがって、特許民事訴訟においては、弁護士が当事者を代

理することは強制されないものの、より高い専門性を持つ民事訴訟の審理が司法政策上の

目標である以上、少なくとも知財専門の弁護士による代理の必要性を肯定すべきであり、

『法律上、弁護士を訴訟代理人として委任することが強制されない』ことが『弁護士費用
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せている206。 

 

(二) 事実の確認と証拠の確保 

 

 修理部品・消耗品を侵害する被疑侵害者に対して法的な行動に移る前、侵害

の事実を確認する為、又は次のアクションに移るために一番重要な物とは、侵

害者により製造・販売された侵害疑義品という証拠物である。当の侵害疑義品

に関連する購入のレシート、侵害品を陳列するウェブページ等も、侵害の成立

を立証する重要な証拠である。以下は、証拠を入手して確認する方法を紹介す

る。 

 

１、自ら侵害疑義品を入手する 

 

 侵害疑義品が普通の民生品である場合(例えば家庭用プリンターのインクカ

ートリッジ)、通常権利者は、自ら調べることにより侵害疑義品を入手するこ

とができる(例えばインターネットや実店舗で購入する)。このような場合、将

来の訴訟の準備をするために侵害疑義品を取得した際に関する証拠を保存し

なければならない(例えばネットショップで購入した際の購入履歴)。尚、日本

企業で台湾に駐在員がいない等、侵害疑義品の取得が困難である場合は、弁護

士が代わりに確保することもできる。その他、証拠の証明力を強化しようとす

る場合は、公証人に侵害疑義品の購入を同行してもらうこともできる。 

 

２、公証人に依頼する 

 

 台湾において知的財産訴訟を起こす際に、公証人に依頼することも少なくな

い。例えば、商標権侵害品の販売ページ、侵害疑義品を購入する過程、そして

                                                                       
は必要費用ではない』ことを意味するような固着観念に拘るべきではない。…、特許案件

の審理が技術分析、並びに特許法上の権利一体の原則（All Element Rule）、均等論、請

求項に対する解釈等の法的理論の理解と運用に係るため、法律と科学技術の専門家を統合

する必要があり、当事者が弁護士を訴訟代理人として委任することを必要な訴訟行為とし、

弁護士費用を訴訟費用の一部とした。…裁判所は、被告が原告の権利を侵害していないと

して原告の請求を棄却したので、原告が被告の弁護士費用を負担すべきであると判断した。」

（最終閲覧日:2019 年 12 月 10 日）。 
206 2019 年 10 月 23 日付【最高裁判所 107 年度台上字第 1837 号】損害賠償請求事件の判決に、

最高裁は、もし当事者は自ら開廷期日に出頭することができず（当該案件は交通事故によ

る侵害で、原告はその事故により脳に損傷を受けてしまった）、代理人を委任しなければ

ならない場合、権利主張及び防御のために必要であると認められる場合、必要な限度にお

いて、当事者の支払った弁護士費用を相手側に負担させることができないでもないと判示

した。 
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公証人の前で侵害疑義品のパッケージを開封して、その内容物の内訳等につい

て公証してもらうこともある。公証人の作成した公証証書は、台湾の実務見解

によると、被告側からよほどに確かな反論の証拠が提出されない限り、その成

立は真正であると推定されるので、先ず証拠能力が備わっているものとして権

利者の立証責任を軽減できるであろう。 

 

３、証拠保全 

 

(1)証拠保全の種類 

 

 もし修理部品・消耗品が、工業製造プロセスにある製品、例えば半導体の部

品等である場合、最終消費者が容易に取得できる商品ではないため、調査会社

に依頼して侵害疑義品を取得することもある。更に、民事訴訟法 368 条に「証

拠保全」の関連規定があり、権利者は裁判所の力を借りて、権利侵害の証拠を

確保することができる。 

 

 民事訴訟法 368 条 1 項に、「証拠が滅失する、又は使用が困難となるおそれ

がある場合、又は相手方の同意を得た場合には、裁判所に保全を申立てること

ができる。事や物の現状を確保するのに法律上の利益を有し、且つ必要がある

場合は鑑定、検証又は保全を申請することができる」と規定されている。この

規定から見ると、相手方の同意により証拠保全を行う以外に、二種類がある。 

 

 証拠が滅失する、又は使用が困難になるおそれがある場合の保全(以下

は、証拠滅失タイプ)。 

 事や物の現状を確保することに法律上の利益が有り、且つ必要がある場

合の保全(以下は、事証開示タイプ)。 

 

 まず、「証拠滅失タイプ」の証拠保全は、証拠の損壊、喪失又は現況の改変

により、今後これについて調査できなくなる可能性があり、若しくは訴訟中に

証拠の滅失等により裁判に支障を来すことを防ぐため、原告が訴訟を提起する

前、或は訴訟を提起して証拠調べの段階に達する前に、裁判所により予め保全

を行う。 

 

 次に、「事証開示タイプ」の証拠保全は、権利者が訴訟を提起する前に証拠

を集め、事実又は物(例えば侵害疑義品)の現状を把握し、紛争に巡る状況を掌

握できることで、次の一歩を考え、調停又は和解による紛争解決の可能性も見
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逃せない。なお、もし権利者が起訴する前に充分に証拠を集めた場合、裁判所

の審理の集中化、効率化を図ることもできる。「事証開示タイプ」の証拠保全

の場合でも、上記の証拠滅失、又は使用が困難になる等の事情があることも申

し立てることができる。 

 

 台湾の民事訴訟法の規定において、このような二種類の証拠保全があるが、

実務上、申立人はなるべく両タイプの規定に合致するよう疎明することが多い。 

 

(2)証拠保全を申し立てる際の疎明事項 

 

 権利者が証拠保全を申し立てようとする場合は、書状を以て明確に下記の 4

点を記載しなければならない。 

 

 相手方の表示(相手方を表示しない場合はその表示できない理由)。 

 保全すべき証拠。 

 証拠で証明しようとする事実。 

 証拠調べがなされるべき理由。 

 

 申立人は、「証拠調べがなされるべき」理由があることを「疎明」しければ

ならない。疎明とは、保全の前提となる事実が、おそらく確からしいという程

度の心証を裁判官が得られることである。このほか、申立人は、当該証拠が申

立人の証明しようとする事実と関連性があることも疎明する。 

 

 実務見解から考察すると、「証拠滅失タイプ」の証拠保全では、当該証拠に

どのように使用が困難になるおそれがあるのかについても疎明しなければな

らない。 

 

 一方、「事証開示タイプ」の証拠保全で、申立人は、事や物の現状を確保す

ることに法律上の利益が有り、且つその「必要」があるということを疎明しな

ければならない（特に必要性について疎明しない限り容認されない）。 

 

 裁判所が、その「必要性」の有無を判断する際には、申立人の知的財産権の

侵害される可能性、及び両当事者の利益等で判断する。端的に言えば、その考

量の事項は下記の通りである207。 

                         
207 【知的財産裁判所 106 年度民声字第 1号】決定の趣旨である。 
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 申立人が証拠保全の容認により得られる利益の多寡。 

 相手方が、証拠保全の容認により、そのプライベート又は営業状況の不

当公開により不利益を受けることがあるかどうか。 

 証拠保全以外に、ほかの証拠調べの方法があるかどうか。 

 証拠保全申立を却下する場合に、申立人の実体利益が取り返しのつかな

い損害を受けてしまうかどうか。 

 

(3)証拠保全の実際の執行 

 

 実務上、知的財産裁判所は申立を受けた後に、期日を定めて申立理由を確認

し、更に如何に保全対象に対して執行を執り行うのかを決める(保全対象の場

所、如何に取得するか、保全方法等)。 

 

 開廷の際には、原則的に申立人だけが出頭する。知的財産裁判所が一旦証拠

保全決定を下し、相手方の住所で保全を執り行うと決めた後に、執行の日にち

を決める。当日、裁判官は、相手方に保全決定を示した上で保全手続きを開始

する。相手方は、当日になって初めて執行されることが分かるので、ある程度

の抜き打ちの効果がある。 

 

 証拠保全を行う方法に関しては、通常申立人が、保全申立をする時に参考と

して保全方法を挙げるが、実際に執り行う際にどのような方法で保全の目的を

果たすかは、裁判所が実際の状況に応じて判断する。 

 

 但し、一部の案例においては、裁判所が現場で執行することをせずに、文書

提出命令で、期間を定めて相手方に保全対象（侵害疑義品、技術書類、又は販

売資料等）を提出するように命じることもある。しかし相手方が必ずしも裁判

所命令にしたがって証拠を提出するとは限らないので、裁判所はこのような命

令において告知相手方に提出拒否の効果を付記することもある。その効果は例

えば、本案の民事訴訟中において、裁判所が上記の事情に鑑み、そのまま申立

人の主張またはその証拠が証明しようとする事実に関する主張を真実と認め

ることができる。 

 

(三) 警告状を送付する 

 

 実務上権利者は、証拠集めをする期間中、又は証拠を確保した後に、権利侵
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害者に対して訴訟等の法的なアクションを始める前に、警告状を送付すること

もある。警告状の宛先は、権利侵害者のほかに、第三者（例えば侵害疑義品を

陳列する店舗商店等、権利侵害者の取引相手）等もある。以下はその注意事項

を説明する。 

 

１、権利侵害者に対して警告状を送付する 

 

 権利者が権利侵害者宛に警告状を送付しようとする場合、弁護士に依頼する

ことも、自ら内容証明郵便で送付することもある。 

 

 警告状を送る目的として、一つ目は、侵害者が自ら侵害行為を止め、話し合

いに応じるのであれば、訴訟を提起せずに紛争解決できることが挙げられる。

二つ目は、将来裁判で権利侵害者の侵害故意を証明することにある。即ち、も

し権利者が、侵害を発見し、当の侵害者に警告状を送付しても侵害行為を止め

ない場合、裁判所に故意による侵害であると認められる可能性がある。台湾の

専利法及び商標法の規定によると、権利侵害者が故意で権利を侵害する場合、

その賠償額の上限は過失より高くなる。更に、故意で商標法又は著作権法に

違反する場合は刑事罰もあるため、刑事告訴することも考えられる。 

 

 また、専利法 98 条に、「特許に係る物には特許証の番号を表示しなければな

らない。特許に係る物に表示することができないときは、ラベル、包装又は他

人の認識を引く明瞭な方式で表示することができる。表示をしなかった場合、

損害賠償を請求するときに、侵害者が特許に係る物であることを知っていた、

あるいは知ることができたことを立証しなければならない」と規定されている
208。理論上、専利権者が製品に専利証の番号を記載した場合は、警告状を送付

せずとも被疑侵害者の故意が成立する可能性もあるが、実務上では、念のため

に専利権者が訴訟を提起する前に警告状を送付することもある。 

 

 権利侵害者に対して警告状を送付する際のポイントには、下記が挙げられる。 

 

 係争権利（の範囲）を明確的に示すこと。 

 権利が存在している証拠（例えば専利又は商標登録資料）を提出するこ

と。 

 権利侵害者の侵害行為の情状を具体的に示すこと。 

                         
208 実用新案、意匠もこれに準ずる。 
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 違反した法律を具体的に明記すること。 

 

２、権利侵害者の「取引相手」に対して警告状を送付する 

 

 公平交易法の規制もあるため、権利侵害者の取引相手に警告状を送る際には、

非常に慎重にしなければならない(例えば、ある業者の製造した消耗品がその

専利権・商標権を侵害する場合、侵害者から侵害疑義品を仕入れた店舗に対し

て、販売を止めるように警告状を送ること)。これに対し、台湾の公平交易委

員会は、「公平交易委員会の事業者が著作権、商標権又は専利権侵害される時

に送付する警告状についての処理要綱」を制定した。要綱の 3条によると、下

記の状況に該当しない限り、権利侵害者の取引相手に警告状を送付することは、

著作権法、商標法又は専利法により正当な権利行使として認められない。 

 

 裁判所の一審判決によって、著作権、商標権又は専利権侵害と認められ

た場合。 

 著作権の審議調停委員会の調停によって著作権侵害と認められた場合。 

 専利権侵害疑義品を専門機関に鑑定依頼し、その鑑定報告によって侵害

と認められ、しかも警告状を送る以前又は同時に、既に被疑侵害者であ

るメーカー、輸入者又は代理店に、侵害を止めるように要請した場合。 

 

 また、要綱の 3条 2項の規定によると、企業が予め上記の通知（警告状を送

る前又は同時に、メーカー輸入者又は代理店に侵害を止めるように通知すると

いう先行手続き）をしなかったときに、事前に訴訟・告訴で救済を求めたり、

合理的で可能な注意義務を果たしたり、通知自体が客観的にできないと認め

られたり、具体的な証拠によって受取人が既に権利侵害の件を知っていたり

する等の状況があれば、既に通知手続きを行ったと見なされ、正当な権利行使

として認められる。 

 

 なお、要綱の 4条の規定によると、権利者が下記の権利侵害確認手続きを行

わない限り、権利侵害者の取引相手に警告状を送付することが、著作権法、商

標法又は専利法による正当な権利行使として認められない。 

 

 警告状を送る前又は同時に、既に被疑侵害者であるメーカー、輸入者又

は代理店に、侵害を止めるように要請する。 

 警告状に、その著作権、商標権又は専利権の明確な内容、範囲、及び侵

害を受けた具体的な事実（例えば、係争権利は何時、何処、如何に使用、
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販売又は輸入等）を記入し、受取人がそれによって係争権利が侵害を受

けた事実を知悉する。 

 

 また、要綱の 4条 2項の規定によると、企業が予め上記の通知（警告状を送

る前又は同時に、メーカー、輸入者又は代理店に侵害を止めるように通知する

という先行手続き）をしなかったときに、事前に訴訟・告訴で救済を求めたり、

合理的で可能な注意義務を果たしたり、通知自体が客観的にできないと認めら

れたり、具体的な証拠によって受取人が既に権利侵害の件を知っていた等の状

況があれば、既に通知手続きを行ったと見なされ、正当な権利行使として認め

られる。 

 

 3 条、4 条の先行手続きに違反する場合は、要綱の 5 条によって、取引秩序

に影響を及ぼすに足りる欺罔又は著しく公正を欠く行為として公平交易法第

25 条に違反することになる。 

 

二、救済の手段 

 

(一)民事訴訟 

 

 台湾知的財産裁判所組織法 3 条 1 号に、「知的財産裁判所が管轄する事件は

以下の通りである。一、専利法、商標法、著作権法、光ディスク管理条例、営

業秘密法、集積回路の回路配置保護法、植物品種及び種苗法、公平交易法によ

り保護される知的財産権関係の第一審及び控訴審民事訴訟事件である」と規定

されている。 

 

 このため、消耗品を製造するサードパーティーに、専利権、商標権、著作権

等についての民事侵害訴訟を提起しようとする場合、原則的には知的財産裁判

所が審理するが、両当事者による事前の地方裁判所の管轄合意がなされた場合、

若しくは地方裁判所で原告による提訴があり、被告も反対せずに応訴した場合

に限っては地方裁判所が審理することとなっている。  

 

 専利権侵害事件における技術関係争点の審理を補佐するために、知的財産裁

判所には技術審査官が配置されている。技術審査官は、様々な技術のバックグ

ラウンドを持つベテラン特許審査官が担当し、裁判官が求める技術判断（書面

報告を提供することも含む）を手助けするほか、開廷期日で適時に当事者又は

証人に対して質問することもできる。 
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 知的財産裁判所の案件審理は、通常ほかの裁判所より迅速かつ効率的である。

2018 年の統計データによると、一審民事事件の起訴から判決までの平均審理

期間は 7.3 か月である209。 

 

 又、一定の要件を満たした場合（例えば訴額が台湾ドル 150 万元を超えてい

る等）、第三審である最高裁判所まで上告することもできる。但し、第三審は

あくまでも法律審であり、下級裁判所の法律の適用に違法があるかどうかだけ

を判断し、事実認定は下級審の職権なので原則的には行わない。ちなみに、二、

三審の裁判所手数料は、一審の 1.5 倍である。 

 

 尚、訴訟費用は敗訴側が負担するが、台湾において住所、事務所又は営業所

がない外国人・法人の原告が敗訴した場合に、被告が訴訟費用を請求できない

状況になることを避けるため、裁判所は被告の申立により、原告側に訴訟費用

の担保を供託するように命じることができると民事訴訟法で規定されている。

したがって、台湾に支店等を置いていない外国企業が原告として台湾で知的財

産権訴訟を提起したときには、訴訟延滞の為にわざと原告の担保を命じるよう

に裁判所に申し立てることがよく見られる。 

 

 これに対しては、同じく民事訴訟法で、原告が台湾において訴訟費用を弁償

するに足りる資産を有する場合、担保を供託する必要がないと規定されている。

この為、原告が台湾において支店等を設けていなくても、台湾において充分な

資産（知的財産権も含まれる）があると証明できる場合、裁判所は担保供託を

命じないのである。 

 

 例えば、ある日本大手企業の A社は、専利権侵害の由で台湾企業 B社を相手

に訴訟を提起し、A社は台湾に支店を設けていないことを理由に被告の B社は

担保の申立をしたが、原告は台湾において多数の専利権と商標権を所有してい

るため、申立てが却下されている。 

 

(二) 刑事訴訟 

 

 商標権、著作権、営業秘密関係の侵害行為は刑事罰があるため、権利者は、

                         
209 参照：https://www.judicial.gov.tw/juds/year107/08/02.pdf （最終閲覧日：2019 年 12 月

23日）。 
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知的財産裁判に民事訴訟を提起できるほか、侵害行為の発生地若しくは被疑者

の住居地の地方検察庁で刑事告訴をすることもできる。権利者が刑事告訴を提

起した後、検察官は、犯罪の事実について取り調べ、もし被疑者の行為が有罪

である可能性が高いと判断した場合は起訴処分を下して、被疑者を起訴する。 

 

 知的財産権関係の刑事訴訟第一審の管轄裁判所は、被疑者の住居地を管轄

する地方裁判所であるが、更に控訴した場合、二審は知的財産裁判所の管轄

となる。 

 

 実務上において、もし侵害行為の悪性が高く、若しくは警告状を送付したが

尚侵害者が話し合いに応じないといった場合、知的財産権の権利者は刑事告訴

という法的手段を取り、侵害者にプレッシャーをかける。検察官が取り調べの

後に起訴した場合、告訴人である権利者は、追加で「附帯私訴」を提起して原

告として民事の権利(例えば侵害差止、損害賠償などである)を請求することが

できる。これについては原則として、その刑事訴訟において認定された事実に

基づいて、民事の請求に理由があるかどうかの判断がなされる。ちなみに、民

事訴訟を提起する場合、普通は訴額に応じて裁判の手数料を支払わなければな

らないが、「附帯私訴」の場合は支払わずに済む。 

 

 尚、台湾の刑事訴訟法において、「自訴」という制度が設けられている。自

訴は、犯罪被害者が原告として、自ら刑事訴訟を提起することである。元々、

普通に検察官が起訴した場合、「原告」の役割は検察官がすることになってい

るが、自訴の場合は、犯罪被害者自身が「原告」となるわけである。その代わ

り、立証責任も被害者自身で果たさなればならない。刑事訴訟法の規定による

と、自訴を提起するときは、必ず弁護士に委任しなければならない。尚、自訴

の場合、原告は検察官のような公権力がなく、自ら調査を行わなければならな

いので、実際に自訴するケースもさほど多くはない。 

 

三、主張できる権利及び損害賠償の計算方法 

 

(一)侵害差止等 

 

 知的財産権の権利者は侵害者に対して侵害差止、侵害物廃棄を請求すること

ができる210。 

                         
210 詳しくは「弐、一、」（頁 5以降）を参照。 
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(二) 損害賠償の計算方法 

 

１、専利権侵害 

 

 専利法 97 条の規定に則って、専利権者が損害賠償を請求するときは、下記

のいずれかを選択してその損害額を計算することができる。 

 

 当該侵害行為により被った損害又は失った利益の額。 

 専利権者がその特許権を実施して通常得られる利益より侵害を受けた

後に同一専利権を実施して得られる利益を差引いた額。 

 侵害者が侵害行為により得た利益の額。 

 当該専利権の実施許諾により取得する合理的な権利金に相当する金額

を基にして算出した損害の額。 

 

 尚、侵害行為が故意である場合、裁判所は被侵害者の請求により、侵害の状

況に基づいて損害額以上の賠償を決定することができる。但し、既に証明され

た損害額の三倍を超えてはならない。 

 

 以下では、専利権侵害における損害賠償金の計算に関する幾つかの問題点を

説明する。 

 

(1)専利権を侵害したものは、侵害者の製品の一部又はパーツである場合の損

害賠償の計算方法 

 

 上記の専利法における損害賠償の計算に関する規定は、最も基本的な手引き

に過ぎない。裁判所が損害賠償を計算する際、数多の具体的状況を考慮しなけ

ればならない。 

 

 例えば、専利権を侵害したものが侵害者の製品の一部又はパーツである場合、

どのように損害賠償を計算すべきであるか。かいつまんで言えば、裁判所は、

侵害者の製品全体を販売して得た利益を、損害賠償を計算する基準とすること

ができるか。 

 

 これについて、知的財産裁判所【104 年度民専訴字第 62 号】意匠権侵害事

件民事判決によると、侵害疑義品が係争意匠権を侵害した部分と侵害しない部
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分からなるときに、下記の三つの条件を全て満たさない限り、侵害疑義品「全

体」を販売する総額を侵害行為で得た利益として計算することはできない。 

 

 通常、専利権を侵害した部分と侵害しない部分が共に販売されること。 

 専利権を侵害した部分と侵害しない部分がともに作用してはじめて、当

該専利が達成しようとする機能が達成できること。 

 専利権を侵害した部分が、取引相手にその製品を購入させた主な原因で

あること。 

 

例えば、被告が販売した侵害品がスーツケースであり、そのスーツケースにお

いて専利権を侵害したものがキャリーバーのみであるとする。スーツケースと

キャリーバーは通常ともに販売されるものであり、両者がともに作用してはじ

めて専利の機能が達成できると思われる。しかし、一般消費者がスーツケース

を選択するとき、キャリーバーのデザインの他、サイズ、スーツケース本体の

デザイン、箱体の材質、安全性等の数多くの要因をも考慮に入れるので、キャ

リーバーのデザインは消費者がスーツケースを購入した主要な要因ではない

と思われる。このため、損害賠償を計算する際、スーツケース全体を販売して

得た利益を、損害賠償を計算する基準とするより、キャリーバーを交換する際

の価額を被告が得た利益を計算する基準としたほうが適切である。 

 

(2)寄与率 

 

 また、損害賠償を計算する場合、「寄与率」の問題が浮上する可能性がある。 

例えば、半導体製造の消耗品又はインクカートリッジの製造者がその製品の外

観を以て意匠出願をしたとする。サードパーティーが生産した半導体製造の消

耗品又はインクカートリッジがその意匠権を侵害したとして権利者が損害賠

償を請求する場合に、サードパーティーは、消費者がそれらの製品を購入する

際に考慮するポイントが製品の性能、材質であり、外観の設計でないため、意

匠自体が侵害品の価値に与える「寄与率」が低く、損害賠償を減額し、又は免

ずるべきであると主張できるかどうか。 

 

 この寄与度の問題について、台湾専利法に明文規定がない上、日本の実務と

も異なり、台湾においてはわずかな判決しか意匠権の寄与度に言及していない。 

 

 ある電動バイクの外観のデザインに関する事件、即ち【知的財産裁判所 101

年度民専訴字第 34 号判決】意匠権侵害事件民事判決によると、原告は台湾の
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有名なバイクメーカーであり、被告が生産した電動バイクがそのバイクの意匠

権を侵害したとして民事訴訟を提起した。 

 

 訴訟過程において、被告は、裁判所が損害賠償額を定める際に寄与率を考え

なければならないと主張した。そして、インターネット上に掲載された消費者

アンケート調査結果を証拠として引用し、外観デザインは消費者が電動バイク

を購入する際の主要な考慮要素でないと証明しようとした。しかし、裁判所は、

被告がアンケートの調査機関の信憑性について説明しておらず、しかも当該ア

ンケートは「電動バイク」に対する調査ではなく、「バイク」に関する調査で

ある等の理由に、アンケートを電動バイクの外観の寄与率を判断の根拠の一つ

として採用しなかった。 

 

 なお、ある化粧品に関する【知的財産裁判所 106 年度民専訴字第 12 号】意

匠権侵害事件民事判決において、原告は日本の有名な化粧品メーカーであり、

被告が生産した化粧品に用いられる容器がその化粧品容器の意匠権を侵害し

たとして民事訴訟を提起した。前記の電動バイクの事件と異なり、この事件に

おいて、最初から原告も被告も寄与率の問題に触れていないが、訴訟の途中で

裁判官は、損害賠償を計算する際に係争意匠の寄与率を考慮しなければならな

いと自発的に表明し、判決書で「係争商品は化粧品であり…包装用容器は、係

争商品の機能と関係がないが、それにより生じた視覚的効果は、消費者の注意

を引き付け、係争製品への欲求をも生じさせるので、当裁判所の判断としては、

係争商品に対する寄与率が 30％に達すると認めてよい」と表明した。この内

容からわかるように、裁判所は、必ずしも寄与率の算定について具体的な基準

を示してくれるとは限らず、その主観的な感覚により数字を提示することもあ

る。 

 

 上記の二つの事件はいずれも消耗品又はパーツに関する事件ではないが、前

記の「弐、四、（二）、２、（２）」（頁 56 以降）で取り上げられた【知的財産裁

判所 106 年度民専訴字第 34 号】意匠権侵害事件民事判決において、自動車用

のライトの製造者である被告も寄与率を抗弁の方法の一つとした。 

 

 被告によると、ライトの販売は、ひとえに原告の意匠権だけの賜物ではなく、

製造技術とマーケティング活動等も販売を促進する要因であると主張し、侵害

疑義品を販売して得た利益に対する原告の意匠権の寄与率は約33％しかなく、

意匠権侵害による売上からコストを差し引いてから、掛ける 33％こそ正確な

数値であると主張した。 
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しかし、裁判所は下記の理由で被告の主張を否定した。 

 

 被告は侵害品の販売のためにどのような製造技術又はマーケティング

活動を用いたかを立証していない。 

 被告は販売コストの額を立証していない。 

 確かに被告が主張したように、消費者がライトの修理を行う際、原告の

特定車型のライトに完全に同等（must-match）なものを使用しなければ

ならない。つまり、修理の需要が生じる場合、消費者はほかのデザイン

の製品を選択することができない。したがって、被告も、どのような製

造技術又はマーケティング活動が、原告の意匠の寄与率に削減できるか

を立証できないであろう。 

 

 上記の理由に基づき、原告の意匠権の寄与率は 100％と裁判所は判断した。 

 

 今後、再度台湾で消耗品又はパーツの意匠権に関する侵害訴訟が起こり、訴

訟過程において寄与率の問題が浮上する場合、これらの裁判例も、裁判所の判

断の根拠となるかもしれない。消耗品の正規品メーカーは、サードパーティー

が消耗品を模倣することを防止するために意匠権を手段とすれば、もとより侵

害差止を求めることができるが、損害賠償額を計算する際、侵害品の性質（例

えば容易に代替できるかどうか）、又はその他寄与率に影響を及ぼす要因（例

えばマーケティング活動における被告自身の努力）に対する被告の立証程度

に左右されると思われる。 

 

２、商標権侵害 

 

 商標法 71 条の規定に則って、商標権者が損害賠償を請求するときは、下記

のいずれかを選択してその損害額を計算することができる。 

 

 当該侵害行為により被った損害又は失った利益の額。 

 商標権の侵害者が商標権の侵害行為により得た利益の額。 

 押収した商標権侵害に係る商品の販売単価の 1,500 倍以下の額。ただし、

押収した商品が 1,500 点を超えるときは、その総額を賠償の額とする。 

 商標権者が商標権の使用許諾により取得する権利金に相当する額。 
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３、著作権侵害 

 

著作権法 88 条の規定に則って、被害者は次に掲げる規定のいずれかにより請

求することができる。 

 

 当該侵害行為により被った損害又は失った利益の額。 

 被害者がその損害を証明することができない場合、権利を行使して通常

の情状により予期できる利益から、侵害されたあと同一の権利を行使し

て得た利益を差し引き、その差額を以て被った損害とする。 

 侵害者の侵害行為により得た利益を請求する。但し、侵害者がそのコス

ト又は必要費用を証明することができない場合、侵害行為により得た全

ての収入を得た利益とする。 

 被害者が実際の損害額を証明することが困難である場合、その侵害の情

状により台湾ドル1万元以上100万元以下の賠償額を酌量して定めるよ

う裁判所に請求することができる。損害行為が故意であり且つ情状が重

大である場合、賠償額を台湾ドル 500 万元に増額することができる。 

 

４、営業秘密法違反 

 

 著作権法 13 条の規定に則って、被害者は次に掲げる規定のいずれかにより

請求することができる。 

 

 当該侵害行為により被った損害又は失った利益の額。 

 被害者がその損害を証明することができない場合、権利を行使して通常

の情状により予期できる利益から、侵害されたあと同一の権利を行使し

て得た利益を差し引き、その差額を以て蒙った損害とする。 

 侵害者の侵害行為により得た利益を請求する。但し、侵害者がそのコス

ト又は必要費用を証明することができない場合、侵害行為により得た全

ての収入を得た利益とする。 

 

 尚、侵害行為が故意に基づいてなされた場合、裁判所は被害者の請求に基づ

き、侵害の情状により損害額以上の賠償を酌量して定めることができる。但し、

既に証明された損害額の三倍を超えてはならない。 

 

５、公平交易法違反 
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 公平交易法 31 条の規定により、侵害者が侵害行為により利益を受けた場合、

被害者はその利益のみにより損害額を算定することを請求することができ、更

に故意による侵害の場合、裁判所は侵害の情状により損害額以上の賠償を酌量

して定めることができ、但し、既に証明された損害額の三倍を超えてはならな

いと規定されている。 

 

 もっとも、侵害者が侵害行為により得た利益も必ずしも把握できるものでは

ないので、おおもとの民法に基づき、侵害行為により被った損害又は失った利

益の額で算出することもできる。さらに、実際の損害額を証明することが困難

である場合、その侵害の情状により賠償額を酌量して定めるよう裁判所に請求

することもできる。 

 

(三) 会社代表者の連帯責任 

 

 会社法 23 条 2 項に、「会社代表者は会社の業務執行について、法令に違反し

て他人に損害を加えた場合、他人に対して、会社と連帯して賠償責任を負わな

ければならない」。と規定されている。台湾において、知的財産権侵害訴訟を

提起した場合、相手方である被告の会社以外は、会社の代表者も共同被告とし

て連帯して賠償責任を求めるのもよくある。 
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肆、業界別の修理部品、消耗品に係る課題と対応 

 

一、半導体業界 

 

(一)課題 半導体産業の特殊性及び閉鎖性 

 

 台湾の半導体産業の出荷額は、世界で上位を占めており、2019 年の予想生

産額は、4,066 億米ドルである211。半導体産業の修理部品・消耗品の製造、生

産又は販売はテクノロジー志向で、ビジネスモードも最終消費者を対象とする

わけではなく、企業間取引（Business to Business）である。 

 

 詳しく言えば、半導体産業における修理部品・消耗品は、技術そのものを商

品又は役務の内容とするため、購入側からすると、商品又は役務を選択する際

に、品質及び機能こそ主な決め手であり、商品の外観及び視覚感受で選択する

わけではない。特に企業間取引のモードにおいて、半導体の関連部品・消耗品

は一般的な消費財ではなく、購入側も専門的なメーカーであるため、購入する

前、確認のためにデータシート又はサンプル等の詳しい製品情報を提供するよ

うにサプライヤーに要請するのは普通であり、売買の流れは複雑で固定的であ

り、外観だけで商品の出所を判別するわけではない。 

 

 また、純正品メーカーの顧客は通常半導体メーカーであるため、実際に直接

に顧客に対し、訴訟で権利主張する可能性も低く、ある程度困難である。特に

最先端又は最新な技術分野に係る場合、半導体産業の設備供給又はメンテナン

ス自体はほかの産業よりずっと閉鎖的であるため、純正品メーカーにとって、

契約又はその他の訴訟以外のビジネス手段で自社の権益を守ったほうが望ま

しい。 

 

 前記の製品又は業界特性により、実務上で意匠権や商標権等を主張する例は

極めて少なく、半導体産業修理部品・消耗品の知的財産権による保護は、視覚

を通じて訴える意匠登録や商標登録等で保護を求めるより、特許、実用新案登

録を中心的に考えていくべきであり、訴訟以外の方法で対処することが望ま

しい。 

                         
211 Atkinson、「韓国を越えた!2019 年台湾は、半導体生産値は世界二位となった。2020 年は

市場は、どん底から跳ね上がる」、『科技新報』、2019 年 10 月 23 日。 

参照：https://technews.tw/2019/10/23/semiconductor-taiwan-at-2019/ （最終閲覧日：

2019 年 11 月 1 日）。 
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(二) 関連課題の対応 

 

１、特許、実用新案権を保護手段とする 

 

 特許、実用新案の出願で半導体産業の修理部品・消耗品を保護する場合、前

記の説明の通り、専利の技術的範囲からすれば、 (1)専利の技術内容そのもの

が修理部品・消耗品である、(2)専利の技術内容が、一つのシステム又は装置

全体に及び、修理部品・消耗品は当該専利の構成要件一部となる、といった二

種類がある。 

 

 一つ目の状況につき、専利権者はサードパーティーが製造・販売した修理部

品・消耗品等の証拠さえ入手・確認できれば、訴訟において、前記の「弐、五、

（一）」で紹介した流れで権利を主張することができ、侵害疑義品が係争専利

の技術的範囲に属するという立証の構成は比較的に容易である212。二つ目の状

況につき、専利権者は、その産業及び技術特性に鑑み、専利を出願する前に専

利出願範囲等を斟酌して、適切にポートフォリオを組むことが望ましい。以下

のように詳しく説明する。 

 

(1)専利の技術内容そのものが修理部品・消耗品である 

 

 前述の通り、修理部品・消耗品そのものが専利出願の技術内容である場合、

専利権者がサードパーティーの製造・販売した修理部品・消耗品を入手して、

普通の権利侵害の立証責任を果たせば十分であり、共同不法侵害という若干手

の込む主張をせずに済む。 

 

 但し、出願専利の技術内容が、産業上の利用性、新規性又は進歩性を備える

という要件を満たさなければならない。修理部品・消耗品自体を専利出願の対

象としようとする時、まずは当該部品又は消耗品自体の技術レベルを予め評価

し、技術レベルの高い部品・消耗品であれば、そのもの自体を技術内容として

出願したほうが相応しい。 

                         
212 前述の通り、台湾半導体メーカーの取引は主に企業間取引（Business to Business）なの

で、専利が侵害される際、証拠集めはある程度困難である。台湾は、アメリカのような証

拠開示制度（ディスカバリー）を設けていないが、専利権者は、裁判所に対して証拠保全

を申し立てて証拠を集め・確保することができる（ちなみに、近年、知的裁判所の証拠保

全認容率は大幅に上昇した）。 
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 一方、技術レベルの低い修理部品・消耗品の場合は、出願若しくは訴訟に臨

む際に、係争専利の有効性について必ず相手側が争うので、自分の権利を確実

に守るどころか、無効であると判断されることもある。このような技術レベル

の低い部品については、その部品の装着するシステム又は装置全体と合わせ

て出願することで、専利性がないと判断されるリスクが軽減できるのであろ

う。 

 

(2)専利の技術内容が、一つのシステム又は装置全体に及び、修理部品・消耗

品は当該専利の構成要件の一部となる 

 

 もし修理部品・消耗品を装着するシステム又は装置全体が、専利出願の技術

内容である場合は、専利有効性の防御が前記の状況により比較的に容易である。

しかし、台湾専利法に間接侵害の規定がないため、専利権者は、このような修

理部品・消耗品の侵害に対し、民法の共同不法侵害の構成要件について逐一立

証責任を果たさなければならない。 

 

 前述の【知的財産裁判所 103 年度民専訴字第 66 号】特許権侵害事件（プロ

ーブカード装置）より、このような専利権の課題及びその対応について、かな

り多くの示唆を得られる。 

 

 当該案件に係る専利は、半導体製造工程でウェハーを検査するためのプロー

ブカード装置であり、専利権者は、プローブカード装置全体を販売するほかに、

消耗品であるプローブヘッドの引き続きの販売に繋げる期待を抱いているの

は当然である。しかし、台湾半導体産業において、ウェハーメーカー業者はコ

ストを下げるために、ほかのサプライヤーの情報もいつも探し集めているので、

ほかの修理部品・消耗品のサプライヤーのリストを握っているはずである。 

 

 当該案件において、係争特許の技術内容は、単にプローブヘッドだけでなく、

プローブカード装置の全体が含まれているため、専利権者がプローブヘッドを

販売・製造するサードパーティーに対して専利権を行使しようとする際には、

やはり非純正品を採用したクライアントである半導体ウェハーメーカーが関

わってしまう。 

 

 そもそも共同不法行為の成立は、直接侵害者（ウェハーメーカー）があって

こその間接侵害者（サードパーティー）である。このような状況で、クライア

―187―



188 
 

ントであるウェハーメーカーへの遠慮もあるので関係を壊したくない前提で、

プローブカードのメーカーは、権利侵害行為の発生した後に訴訟でサードパー

ティーだけに対して侵害差止を請求しようとする場合は、オールエレメントル

ールに則りながら、専利の構成要件の一部しか実施しなかったサードパーティ

ーは最終的に侵害を為したことを幇助したという論証を苦心して導き出した。

この案件から、半導体産業の修理部品・消耗品に携わる企業は、如何に有効に

自社の知的財産権を守れるかを熟考しなければならない。 

 

 上記の案例から得た示唆として、専利審査段階において又は出願時の明細書

において、修理部品・消耗品やこれらに対応する装置、システムの構成、イ

ンタフェースの構成要件に更なる限定を加えることをお勧めする。例えば、専

利の請求範囲においてプローブヘッドの接続構造の数量や構造の限定を増や

し、プローブヘッドに接続する EPROM メモリの構成要素を増やすことが考え

られ、更には、当該修理部品・消耗品を、この装置に装着する以外の用途が

ないように専用品213にすることも考えられる。そうすることで、クライアント

のウェハーメーカーを訴訟に巻き込まずに、共同不法侵害の立証の構成をある

程度軽減することができる。 

 

２、製品の外観の特徴を考慮して、意匠登録を保護手段とする 

 

 もし修理部品・消耗品に特殊な外観が有り、単なる機能的な造形に止まらず、

視覚を通じて訴える創作であれば、意匠登録を保護手段とする可能性もあるよ

うに思われる。 

 

 要するに、修理部品・消耗品の純正品メーカーは、専利ポートフォリオに際

し、修理部品・消耗品の外観、またはそれらとその他の構成要素とを組み合わ

せたインタフェースを以て意匠出願することができる。そのメリットとして、

このような意匠侵害に対して権利を主張しようとする場合は、ウェハーメーカ

ーへの遠慮がなく、直接に専利権侵害として訴えることができる。 

 

 

                         
213 そうすることで、サードパーティーが同じ修理部品・消耗品を実施した場合、この修理部

品・消耗品はこの機械でしか使えないので、これを製造・販売することは、明らかに係争

特許の権利侵害のためだけであるという立証はできる。当該案件において、これも裁判官

が最終的に特許権者側に勝訴判決を下した一つの理由である。 
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３、営業秘密、契約条項等により保護する 

 

 純正品メーカーが、ビジネス的な考慮に基づき、その顧客（半導体メーカー）

に対し専利権を行使することを避けたい場合、非訴訟的な手段により、権利を

保護することもできる。 

 

 例えば、契約条項により、品質保証サービスの提供に制限を設け、純正品

メーカーの製造・認証した消耗品を使用する場合は無償品質保証サービスを

提供し、一方非純正品を使用した場合は、点検整備、修理の際に料金を別途

請求するほか、サードパーティー製の物を採用した場合、その品質及び良品

率を保証できない等の条項を盛り込む。そうすることで、半導体業者に、引き

続き純正品の修理部品・消耗品を採用するモチベーションを持たせることがで

きる。 

 

 尚、純正品メーカーも修理部品・消耗品の特性に鑑み、自社の当該修理部品・

消耗品を守るために、当該物品そのもの若しく接続構造であるインタフェース

に無断複製防止措置を設置し、若しくは自社の開発するソフトウェアで互換

性（Compatibility）のないようにベンダーロックインすることが考えられる。 

半導体は、高度で精密な産業であり、関連エレメントの設計の寸法やプロセ

スは、僅かなズレも許されないため、専利出願により公開されたくないノウ

ハウは、営業秘密として保護することも望ましい。 

 

二、自動車業界 

 

(一)業界概要 

 

 自動車スペアパーツの市場は、純正品及び非純正品があり、製造者で分ける

と、前者に、純正品メーカーの受託製造者（Original Equipment Manufacturer、

OEM）、純正品メーカー製品の設計から開発まで引き受ける受託者（Original 

Design Manufacturer、ODM）及び純正品の修理部品・消耗品を製造し、メンテ

ナンスを引き受ける業者（Original Equipment Supplier、OES）が含まれる。

後者には、上記の純正品メーカー以外で、自動車のアフター市場においてスペ

アパーツを提供するサードパーティーが含まれる。市場で分けると、新品市場

及びアフター市場の二種類である。 

 

 近年台湾において、自動車本体の生産額より、部品の生産額のほうの伸びが
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高く、2016 年を例として挙げると、自動車及びその部品の生産額は、台湾ド

ル 3,870 億元に達しており、部品だけで台湾ドル 1,921 億元まで上り、自動車

本体の生産額より高く、2011 年と比べると 6.5%増であり、自動車本体はマイ

ナス 6.2%である。その理由は、台湾の自動車のスペアパーツは種類が多樣で

あり、製造もフレキシブルという長所であるので部品の製造に向いている214。

台湾製の自動車スペアパーツは 9 割輸出であり、主な輸出地域は欧米であり、

特に米国は一番の輸出先で、全体的の 40%を超えている215。 

 

 自動車のスペアパーツ市場において、純正品メーカーが認定したアフターサ

ービスを提供する業者のほか、もっと多いのは非純正品でアフターサービスを

提供するサードパーティーである。事実、世界中のサードパーティー製のスペ

アパーツの生産の 85～90%は、台湾からという216。非純正品は、純正品メーカ

ーの作り上げたサプライチェーンを経由して提供されるわけではなく、あくま

でも修理工場、小売業者より、修理を求める最終消費者に直接に売り出される

ことである。その特徴は、純正品より安いところにある217。 

 

 サードパーティーメーカーが主に生産する部品とは、自動車の衝突部位部品

(crash parts)であり、その内訳とは、ボディパネルパーツ（例えばドア、フ

ード等）、ライト、ポリプロピレン製パーツ（例えばバンパー、フロントグリ

ル等）、冷却用パーツ（例えばファン、ラジエーター等）等が含まれる。この

ような部品の技術レベルは比較的低いため、サードパーティーは純正品からリ

バースエンジニアリングを行い技術内容を習得できる。 

 

 但し、安全性及び品質の考慮もあるので、サードパーティー製は、一部の国

で特定の認証手続きに合格しなければ現地で販売できないことになっている。

例えばアメリカの SAE 規則、ヨーロッパの ECE 規則等があり、よく取り上げら

                         
214 経済部統計所産業経済統計概要。参照：

https://www.moea.gov.tw/Mns/dos/bulletin/Bulletin.aspx?kind=9&html=1&menu_id=188

08&bull_id=3154 （最終閲覧日：2019 年 10 月 31 日）。 
215 鄭詩楷、「台湾の自動車修理部品も発展趨勢」よりである。参照：

http://www.cier.edu.tw/public/Attachment/65161662771.pdf （最終閲覧日：2019 年 10

月 30 日）。 
216 葉雪美、2018 年 5 月、〈EU と米国の修理部品の及びの権利侵害の分析—自動車のスペアパ

ーツを例として〉、《北美智権報》、210 号、頁 1。 
217 Chunyuan、「自動車株券の投資、OEM、OES と AM は一体どういうもの？」『股感知識庫』、

参照：

https://www.stockfeel.com.tw/%E6%8A%95%E8%B3%87%E6%B1%BD%E8%BB%8A%E7%9B%B8%E9%97

%9C%E5%80%8B%E8%82%A1%EF%BC%8C%E5%B8%B8%E8%A6%8B%E7%9A%84oem%E3%80%81oes%E8%88%8

7am%E6%98%AF%E4%BB%80%E9%BA%BC%EF%BC%9F/ （最終閲覧日：2019 年 10 月 30 日）。 
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れるのは、自動車部品認証協会（Certified Automotive Parts Association）

による CAPA 認証である。当協会の趣旨は、需要者が比較的安い価格で純正品

と同じ品質の非純正品を購入できるようにすることにあり、台湾で CAPA 認証

を受けたメーカーは多数ある218。 

 

 長い間、スペアパーツの純正品と非純正品のメーカーの利益が対立している

中、自動車スペアパーツ市場に巡る権利侵害の紛糾が後に絶たず、如何に両方

の利益のバランスを取るかについて、法改正を含む議論がなされている。例え

ば専利法に「修理（免責）条項」を導入するかどうか、権利消尽原則の範囲を

広げる必要があるかどうか等も取り上げられている219。 

 

 しかし今日になっても、台湾は EU やオーストラリアのように「修理（免責）

条項」を現行法に導入しておらず、裁判所の権利消尽原則の適用基準について

もやはり案件ごとに判断する。このように、純正品メーカーにとって、如何に

スペアパーツ市場で自社の権利を保護するか、様々な課題に直面する。 

 

 以下は課題を分析し、実務の状況に踏まえて対応できる手段及び方向のアド

バイスを挙げる。 

 

(二) 自動車産業における修理部品・消耗品の課題 

 

１、課題一 実務が台湾の自動車産業構造に連動するかもしれない 

 

 現在台湾は、専利法や商標等の知的財産権法制度における権利消尽の規定の

ほか、EU 意匠のような「修理（免責）条項」がなく、未だ法改正が行われる

ほどの機運が高まっていないが、台湾におけるスペアパーツメーカーは非純正

品を製造するほうが多く、近年の消費意識の台頭により、知的財産法制に「修

理（免責）条項」を盛り込むことが既に議論されているため220、このままの趨

勢からすると、いずれ非純正品のスペアパーツに対して「修理（免責）条項」

                         
218 同前註。 
219 例えば、(1)註 216、葉雪美、2018；(2)陳蕙君、2011 年 12 月、〈専利産品の再利用及び専

利権保護の調和〉、《銘伝大学法学論叢》、第 16 号；(3)沈宗倫、2010 年 3 月、〈権利消

尽原則より、合法的な専利品の使用限界を論ずる:専利物の組み合わせ及び修復を中心に〉、

《台大法学論叢》、第 39 卷第 1号等がある。 
220 同前註。学界以外に、産業界でもかなり議論されている。例えば、台湾消費者文教基金会

等である。参照： 

https://www.facebook.com/consumers.org/photos/a.394498072877/10156871450362878/?

type=3&theater （最終閲覧日：2019 年 10 月 31 日）。 
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で保護するようになってもおかしくない。 

 

 更に、今日の台湾における自動車産業事情が、ある程度実務の対応に影響を

与えることも否めないであろう。アメリカとドイツのような「修理及び再生産」

（repair and reconstruct）の蓄積こそ台湾の裁判実務にないが、産業政策の

考量も、権利消尽原則に関する実務上の判断にある程度の影響を与えると思わ

れる。 

 

例えば、専利法第 59 条 1 項 6 号における権利消尽の規定に、特許権者又は

実施権者の同意を得て製造して販売した特許品を購入した者、その者が特許品

を使用又は再販売した場合は、特許権の効力は及ばないと規定されているが、

その「使用」の範囲がいかほどであるかについては、明文規定がないため、実

務の蓄積により少しずつその基準を探り出すしかない。上記にも挙げた、【台

中地方裁判所 97 年度豊智簡字第 1号】実用新案権侵害事件民事判決によると、

「専利品の修理と再生産の区別とは、当該交換部品の本体においての比率や重

要性、即ち当該部品は重要なパーツであるかどうかとは係りなく、やはり当該

部品の全寿命が尽きたか、専利権者の当該部品に対する創作意図により決める」
221という見解が示された。 

 

 詳しく言えば、当該部品は消耗品に属し、定期的に新品を交換しなければな

らない場合は、専利権者は元々使用者に部品交換を認容する意図もあるので、

当該部品の交換は修理に属し、再生産に属さないと言うのが裁判所の見解であ

る。このような権利消尽の範囲認定は、サードパーティーメーカーに有利のよ

うに思われるが、まだ判決の蓄積を見守っていかなければならない。 

 

２、課題二 自動車産業の修理用部品の技術レベルが比較的に低い 

 

 台湾経済部の統計資料によると、2017 年の台湾自動車スペアパーツの主な

生産品目は、「その他の修理部品」が一番多く、41.5%（台湾ドル 830 億元）を

占めている。次は「自動車ライト関係」が 18.0%（台湾ドル 360 億元）であり、

「ドライブトレーンとサスペンション関係」が 12.0%（台湾ドル 240 億元）で

あり、「電気及び電子機器関係」が 9.4%（台湾ドル 188 億元）であり、「ベア

リング関係」が 6.4%（台湾ドル 128 億元）であり、「エンジン部品」が 5.9%

（台湾ドル 118 億元）であり、「ブレーキシステム」3.2%（台湾ドル 64 億元）

                         
221 【台湾台中地方裁判所 97 年度豊智簡字第 1号】民事判決を参照。 
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等である222。 

 

 前述の生産品目の生産額から考察すると、自動車ライト、バンパー、ボディ

パネルパーツ、バックミラー等のスペアパーツは 5割以上を超え、しかもこの

ような部品自体の構造はさほどに難しくなく、技術レベルも比較的に低く、サ

ードパーティーがリバースエンジニアリング工程により純正品のような物を

生産・製造ができる。 

 

 なお、このようなスペアパーツを出願した発明、実用新案につき、裁判例を

考察してみたところ、原告側がうまく権利行使できた案例は少なく、敗訴した

案例の半分以上は専利性がないと認められていた。これはこのような修理部品

の技術レベルが低く、従来技術との差異が著しいものでもなかったため、専利

そのものの質が高く評価されなかったものと思われる。 

 

３、課題三 最終消費者を訴訟相手とすることができない 

 

 純正品メーカーにとって、一般消費者はその主な顧客であるため、消費者の

選択志向もビジネス政策における重要な考慮要素の一つである。 

 

 消費者にとって、自動車の点検整備を行う際に、品質が純正品に比べて大差

なく、若しくは同等で、しかも価格が安いサードパーティー製の部品は、それ

なりの魅力がある。台湾専利法では侵害差止対象に、日本法のように「業とし

て」という要件が求められていないが、消費者に対して権利を行使したり、ま

してや消費者に権利侵害の疑いがあると糾弾したりするのは、純正品メーカー

にとって決して好ましいことではないであろう。 

 

 このため、純正品メーカーは、如何に訴訟以外の手段で、自社の権利保護及

び顧客関係維持の均衡を保つかが、正に直面している解決しなければならない

課題である。 

 

 

                         
222 吳碧娥、2018 年 12 月、〈米中貿易戦において 台湾のスペアパーツの機会はどこにある？〉、

《北美智権報》、第 227 号。参照：

http://www.naipo.com/Portals/1/web_tw/Knowledge_Center/Industry_Economy/IPNC_181

226_0704.htm （最終閲覧日：2019 年 12 月 11 日）。 
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(三) 対応手段及びその方向 

 

１、意匠権によって保護する 

 

 スペアパーツの技術レベルが低いという本質から、純正品メーカーは台湾

における専利ポートフォリオの構築は、外観設計に重きを置き始めた。統計デ

ータにより、ドイツ企業の自動車大手メーカーの A社は、2006 年から 2016 年

までに、台湾において 92 件のライトに係る意匠を出願し、その他の自動車ス

ペアパーツに係る意匠は 272 件もある223。過去に台湾で専利ポートフォリオを

組んでいなかったフランスの自動車大手メーカーの B 社は、2019 年の前半期

で 102 件の意匠を出願した。知財局の分析によると、台湾の自動車スペアパー

ツメーカーは、長年スペアパーツの輸出市場で培ってきた実力が物を言わせる

状況の中、B社は台湾で専利出願すれば、ある程度サードパーティーの輸出に

制限を掛けるという狙いがあるのかもしれない。 

 

 台湾実務の裁判例を考察してみたところ、純正品メーカーが意匠権を主張す

る案例は少ないが、ドイツ大手メーカーの X社が、台湾意匠第 D128047 号「車

両のヘッドランプ」を以て、台湾のサードパーティー大手メーカーY社に対し

て意匠権侵害を訴えた。2019 年 8 月、知的財産裁判所は意匠権者の X 社に軍

配を上げ、Y社が損害賠償を支払い、侵害疑義品を製造・生産してはならない

という一審判決を下した224。 

 

 このような判決結果により、意匠権保護対象であるスペアパーツは、互換性

のあるサードパーティーの製造・販売を差し止めることができるので、世界有

数のスペアパーツの製造拠点である台湾で意匠登録すること自体の価値も軽

視することができない。この判決も、台湾のスペアパーツ市場に大きな波紋を

起こした。純正品メーカーにとって、もし意匠出願の戦略がうまく的中すれば、

自社のアフター市場を守る目的をある程度果たせるであろう。 

 

 しかしながら、意匠権の権利行使も、前記の通り、被疑侵害者から、類似範

囲に属さないと主張されるのみならず、意匠の有効性も必ず争われるであろう

                         
223 葉雪美、2016 年 10 月 5 日、〈自動車メーカーが台湾におけるスペアパーツの専利ポートフ

ォリオ〉、《北美智権報》、第 169 号。参照： 

http://www.naipo.com/Portals/1/web_tw/Knowledge_Center/Industry_Economy/IPNC_161

005_0706.htm （最終閲覧日：2019 年 12 月 23 日）。 
224 前記の【知的財産裁判所 106 年度民専訴字第 34 号】民事判決である。もっともこれは一審

判決であり、当該案件は現在控訴審が審理しているようである。 
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225。したがって、純正品メーカーは意匠出願する前に、特に工夫しなければな

らないのは意匠登録請求の範囲であり、将来裁判での類否判断も想定した上

で、部品のうち、重要でない部分を請求の範囲に記載することはなるべく避

けたい。また、出願する前にある程度の先行意匠検索も怠らないことである。

そうすることで、出願の質を向上させるにつれ、将来の権利行使の成功率もよ

り高くなるであろう。 

 

２、商標権によって保護する 

 

 純正品メーカーにとって、専利権でアフター市場を保護するほか、商標権に

よって保護する戦略も有効である。 

 

 台湾の裁判実務を考察してみたところ、専利権行使の困難さと比べて、商標

権行使成功の案例は少なくない。直接に模倣品を製造・販売することで権利侵

害と認められた案例のほか226、実務上では、中古品を回収して修理・組み合わ

せをすること227、純正品メーカーの商標を目立つように表示すること228、非純

正品のパッケージに純正品メーカーの商標を表示する等について、裁判所が権

利侵害を認めた案例がある。 

 

 なお、台湾の商標法制度は、民事責任以外にも刑事罰が設けられているため、

専利権の行使より、被疑侵害者により高いプレッシャーをかけることができ、

検察機関の力を借りて、証拠保全及び証拠集めにおいても、一般的な民間人よ

りずっと有効で迅速である。 

 

 最後に、商標法によって、権利者は事前に税関水際取締を申し立て、侵害疑

義品を差押えすることができる。そうすることで、商品が台湾から流出するこ

とを防ぎ、権利侵害品が起そうとする混同誤認を予め防ぐこともでき、更に適

時にヨーロッパ、アメリカ等の大型スペアパーツ市場に流出することを防ぐこ

ともできるので、より一層権利者の保護を強化できるであろう。 

 

                         
225 【知的財産裁判所 97 年度民専訴字第 31 号】民事判決を参照。 
226 【台湾高等裁判所 90 年度上字第 757 号】民事判決、【板橋地方裁判所 99 年度智附民字第 9

号】民事判決、【知的財産裁判所 101 年度民商訴字第 11 号】民事判決、【知的財産裁判所

102 年度民商訴字第 40 号】民事判決等の判決を参照。 
227 【台湾高等裁判所高雄分院 83 年度上訴字第 1687 号】刑事判決、【台湾高等裁判所 92 年度

上易字第 1002 号】刑事判決等の判決を参照。 
228 【台湾高等裁判所 94 年度上訴字第 1169 号】刑事判決を参照。 
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３、契約条項によって保護する 

 

 消費者相手に訴訟を起こすことで権利を守るのは所詮適策ではないので、上

述のように、知的財産権ポートフォリオの戦略を適切に構築するほか、ビジネ

スモードで消費者に純正品を購入する意欲を持たせるのも有効であろう。 

 

 前記の「弐、五、（六）」（頁 146 以降）で、契約条項により無償品質保証サ

ービスを限制する例を挙げた。例えば、「非純正品を使用すること」、「純正品

メーカーの認証する付属品、部品を使用する等」の状況を、無償品質保証範囲

から除外する。純正品メーカーも、点検整備・修理サービスを高めるために付

加価値サービス等を提供することで、需要者の純正品メーカーの指定する店舗

で点検整備を行い、純正品の修理部品を使用する意欲を掻き立てる。 

 

 例えば、デジタル化及び通信テクノロジーの発展につれ、各産業もビックデ

ータ及びモノのインターネット（IOT）の時代を迎えてきているので、純正品

メーカーは、純正品のスペアパーツの安全性、品質及び専門性を向上させるほ

か、以前に純正品メーカーのメンテナンスサービスを受けた自動車の所有者に

ついても、その関連する顧客データを収集して管理すべきである。何故なら、

各スペアパーツのライフサイクルはそれぞれ異なるので、純正品メーカー自

体で元々蓄積してきた修理部品・消耗品の点検整備経験及び統計データを、

ビックデータとクラウドコンピューティングの統合活用により、能動的に需

要者に対して定期的に追跡し、点検時期のお知らせ機能を提供する等、運転

者の安全向上システムを構築していく。そうすることで、消費者行動は一回性

の買い切りに止まらず、この一回の消費行為で、将来的な長期間の付き合いの

きっかけとなり、製品の顧客ロイヤルティーを高め、競合他社との差別化を図

っていく。 

 

 なお、純正品メーカーは、自社の「自動車の IoV」（Internet of Vehicles、

車のインターネット）を作り、自社の差別化を図り、ユーザーの体験と満足度

を上げることに努めている。例えば、ドイツ企業の自動車大手メーカーの E

社を例と挙げると、E社は、その認証を取得した修理部品のサプライヤーと提

携して、独特でヒューマニゼーション化の「自動車の IoV」システムを作り、

E社の車種を購入する消費者が、その自動車の IoV ならではのサービスを受け

ることができる229。のみならず、このシステムによって、純正品メーカーも、

                         
229 「○○自動車は、サービスサプライヤーに転身、AIを応用して斬新な使用体験」、2018 年
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自動車製造からサービス提供に移行し、そのサービス及び商品を多様化する

ほか、システムの互換性（ソフトウェアやハードウェア等）、規格化等の措置

により、そのサービスの品質を上げさせ、アフター市場における権利を守れ

るのである。 

 

三、民生品業界 

 

(一)課題一 中古品、再生品の権利消尽の対応 

 

１、「権利消尽原則」の台湾における適用概要 

 

(1)商標 

 

 台湾の商標法 36 条 2 項に、「登録商標を付した商品が、商標権者又はその同

意を得た者によって国内外の市場で取引流通されたとき、商標権者は当該商品

について商標権を主張することができない。但し、商品が市場に流通した後の

変質、損傷の発生を防止するため、又は、その他の正当な事由があるときは、

この限りでない」と、権利消尽について規定されている。 

 

したがって、商標権者又はその同意を得た者によって国内外の市場で取引流

通されたとき、商標権者は当該商品について商標権を行使して製品の再度の販

売を阻止してはならない。当該商品が最初に市場に流通しはじめる際に、その

商標権はすでに消尽しており、のちに売り出す行為や消費者の使用行為は、商

標権の効力を以てその流通を拘束することができない。これは、商標権保護制

度が設けられている以上、商品流通の自由を守る必要もあるからである。 

 

但し、もちろん商標権者もこれで完全に対抗できる武器をなくすわけではな

く、権利消尽にも例外がある。台湾商標法 36 条 2 項の但し書きに、商標権者

の業務上の信用が損害を受けることを防ぎ、または需要者の権益を守るために、

商標権者は商品が市場に流通した後の変質、損傷の発生を防止するため、又

は、その他の正当な事由があるとき、商品が市場に流通した後でも、商標権

を主張することができると規定されている。特に、商品が市場に流通した後、

その元にあるべき状態から変質、又は損傷が発生したときに適用できる。 

                                                                       
11 月 20 日、『数位時代』。参照： 

https://www.bnext.com.tw/article/51134/microsoft-mercedes-benz-ai-digital-transf

ormation （最終閲覧日：2019 年 11 月 1 日）。 
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実務上、第三者が修理部品を交換し、純正品の商品を修理して売り出し、の

ちに商標権者に追及されたときに、「当該商品が最初に売り出された際に既に

その商標権が消尽している以上、商標権の効力は及ばないはずである」という

抗弁がよくなされる。過去の裁判例を考察してみると、被疑侵害者/被告人が

「権利消尽」で商標権に対抗できるかどうかについて、裁判所は上記の商標法

の法文により案件ごとに斟酌している。もし第三者が使用した部品が確かに商

標権者により製造されたものであった場合（若しくは、ほかのメーカーの部品

も使用しているものの、その割合が低い場合）、消費者はその製品の出所また

は製造元に対して混同誤認を生じさせるおそれがないので、当該修理して組み

立て直したものはやはり「模倣品」とは認め難い230。しかしながら、一部の裁

判例によると、もし被疑侵害者が、商標権者の製造した商品を仕入れた後に、

当該商品に加工又は改造等の行為で手を加えることにより、商品の品質に影響

を与えてしまった場合（例えば、元々弱音装置のない中古ピアノに、規格の異

なる弱音装置を付ける等231）、需要者が商品を購入する意欲に響き、需要者の

正規品である商品品質に対する認識に実害を与えてしまうので、前記商標法の

但し書きに規定されている例外として、被疑侵害者は、権利消尽を以て権利侵

害責任から逃れることができない。 

 

(2)専利 

 

専利法 59 条 1 項 6 号に、「特許権の効力は、次に掲げるものには及ばない。

…六、特許権者が製造、又は特許権者の同意を得て製造した特許品の販売後、

当該特許品を使用又は再販売したもの。上記の製造、販売行為は、国内に限ら

ないものとする」と規定されている（実用新案、意匠もこれに準ずる）。した

がって、専利権者が自ら製造、又はその同意を得て製造された専利に係る物品

の専利権は、最初に市場で流通した後に消尽する232。 

 

                         
230 【台湾高等裁判所 92 年度上易字第 3353 号】刑事判決を参照。 
231 【高雄地方裁判所 93 年度智字第 21 号】民事判決を参照。その他被告人が正規品の車用パ

ワーウィンドウモーター不良品を仕入れ、自ら分解してほかのパーツで改造して組み立て

た事例において、既に正規品ではなくなったと裁判所が指摘した裁判例である（前記の【台

湾高等裁判所 92 年度上易字第 1002 号】刑事判決を参照）。尚、被告人が他社から購入し

た発電機整流器を修理し直して組み立てをし正規品として売り出した事例において、裁判

所が、既にメンテナンスの必要範囲を越えてしまい、修理には当たらないと判断した事例

（前記の【台湾高等裁判所高雄支部 83 年度上訴字第 1687 号】刑事判決を参照）もある。 
232 【知的財産裁判所 98 年度民専上更(二)字第 2号】民事判決を参照。 
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過去の実務の案例を参照すると233、第三者が専利権に係る物品を購入したの

ちに行ったメンテナンスや部品の交換行為が、「修理」に属するか、「再生産」

に属するかを判断し、もし普通に使用し続けるためのメンテナンスに過ぎない

場合は、権利消尽原則を適用することになる。一方、「再生産」の場合は、商

品の寿命が尽きた後さらに新しい命を授ける行為であるので、権利消尽原則が

適用されない。そして、部品の交換行為が果たして「修理」に属するか、「再

生産」に属するかについては、当該部品の全寿命が尽きたか、専利権者の当該

部品に対する創作意図により決められる。もし交換された部品自体が消耗品で

あり、そもそも定期的に新品に交換しなければならないものである場合、専利

権者は部品の交換を認容する意図があると認めることができ、第三者の修理部

品を交換する行為は再生産ではなく修理に該当するため、権利消尽の原則が適

用される。 

 

２、民生品業界に直面する権利消尽という課題 

  

裁判所の判決理由と、個別の権利の本質を考察して、権利者の主張するもの

が商標権か専利権かにより、「権利消尽」原則の実際の適用に根本的な差異が

あることがわかる。 

 

 商標法からすると、その保護しようとするコア・バリュー（中核的な価値）

は、関連需要者が商品の出所に対する認識に、混同誤認を生じさせるかどうか

にある。 

 

 中古市場において、表示される商標がある程度、中古品の売り手の利益源泉

となっていることは否めないが、関連需要者もこれらの製品が「新品」又は「純

正品」ではないことをはっきりと承知の上であれば、その製品機能がたとえ新

品に及ばなくても、中古品として当たり前のことであり、関連需要者は商標権

者よって製造されたものとして品質を誤認しないため、必ずしも商標権侵害に

該当するとは限らない。 

 

 換言すれば、サードパーティーが修復や少ない割合の修理部品交換をして再

度売り出した場合、裁判において、この製品が関連需要者の混同誤認を引き起

こす可能性があるかどうか、消費者に製品の品質を純正品と取り間違えるか

どうかを斟酌した上で、権利の消尽が判断され、結果として商標権侵害に当た

                         
233 【台中地方法院 97 年度豊智簡字第 1号】民事判決を参照。 
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るかどうかの判断を下す。 

 

 一方専利権の場合において、もし直接に部品又は消耗品に対して専利権によ

る保護を獲得することができれば、上記の修理または再生産の争議を避けられ

るだけではく、しかも専利権というのは権利者の創作内容を保護し、その権利

の内容は概ね個別の請求項の記載内容により決めるので234、サードパーティー

の使用態様は関連需要者に商品の同一性に対して混同誤認を生じさせる等の

要素は考慮に入れなくて済む。 

 

 即ち、専利権を主張する場合は、サードパーティーが権利者の同意又はライ

センスを受けずに修理部品・消耗品を製造し、しかも侵害疑義品が専利の技術

的範囲に属する場合、当然専利権の侵害が成立し、その使用態様を検証する必

要がない。 

 

 上記の考察に基づくと、権利の消尽の抗弁に対しては、商標権では中古品に

対し消費者の誤認の恐れが検討要素になることと比べ、専利権を主張すること

は、技術的範囲に属するか否かを判断するものであり商標権よりずっとダイ

レクトで有効であるように思われる。 

 

 このような点からも、製品の中の修理部品・消耗品等が、実際上の製品全体

の使用で重きが置かれている物であれば、企業は、このとりわけ重要な修理部

品について予め専利権による保護策を講じ、当該修理部品の構造又は外観に

ついて専利権による保護を取得することで、より効果的に他人の模倣を止めら

れるのであろう。 

 

(二) 課題二 商標の指示的フェア・ユース 

 

 商標法 36 条 1 項 1 号と 2号に、指示的フェア・ユースが規定されている235。

これも、商標権者の権利主張に立ち向かう二番目の壁となる。台湾の裁判例を

考察してみたところ、被疑侵害者の販売した製品に、たとえ商標権者の商標が

表示されていても、その商標の他に説明のための記述が表示され、更にその表

示の位置等を考慮すると、商標権者の商標が目に入っても、それは商品の出所

を表示するわけではなく、単に商品が対応するブランドを指すに過ぎないと消

                         
234 もっとも、当該民生品は専利として新規性、進歩性等のハードルを越えてこその話である。 
235 条文の内容は、前記の「弐、一、（二）、２」（頁 9）を参照。実務上の対応策は、前記の

「弐、五、（三）、３」（頁 124）を参照。 
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費者が認識するのであれば、指示的なフェア・ユースに該当し、商標権の効力

が及ばないと認められている。 

 

 このため、他人が曖昧で紛らわしい標示をすることで、消費者に非純正の修

理部品・消耗品を買わせることを防ぐため、権利者は、自社製品の商標の表示

方法を工夫して、純正品の商品的識別力を強化すべきである。 

 

 例えば、パッケージやシールだけに商標を表示するのではなく、なるべく商

品の「本体」にも商標を表示することが望ましい。そうすることで、関連需要

者が消耗品・修理部品の本体からそのまま純正品であるかどうかを判断できる

ので、模倣品のパッケージ、シールに商標権者の商標が表示されているだけで

正規品であると誤認せずに済む236。 

 

 製造年代が異なる製品に、異なる商標表示方法をすることで、識別力を強

化することも考えられる。例えば、同じ年代に製造された製品の商標表示の位

置を A箇所にして、次の年代で製造された製品の商標表示の位置を B箇所にす

ること等である。長期間同じ所で同じ表示をする商標は、そのまま模倣される

可能性もあるので、模倣のハードルを高め、関連需要者にはっきりと純正品を

認識させ、取引過程において非純正品の修理部品・消耗品と間違えられること

を防げるように手を打つべきである237。 

 

(三) 相応しい権利保護手段 

 

 民生品の購入側の多くは一般人であるため、普及率も需要率も高く、ほかの

業者も比較的この競争に参入しやすい。そのような業者は、この消費市場の大

きさや潜在的なニーズを見込んで、積極的に製品のメンテナンスサービスを提

供しようとする。当然、需要者にとって選択肢も増えるわけであるが、アフタ

ー市場の正規品メーカー以外のサードパーティーに市場を蚕食されてしまう

ことも見えてくる。品質不良のサードパーティー製品が市場を略奪し、関連需

                         
236 【知的財産裁判所 103 年度刑智上易字第 25 号】刑事判決の内容によると、模倣品に、商標

権者の偽造防止ラベルが付けられており、被告人はそのまま正規品と誤認して購入したと

いう。 
237 【高雄地方裁判所 93 年度智字第 21 号】民事判決の内容によれば、権利者は、製品である

ピアノの製造年代により、違う位置に商標を表示したため、関連需要者は、商標の表示に

より簡単的に製品の製造年代を判断することができる。もし他人が同意を得ずに商標を勝

手に表示する場合、このように裁判所もはっきりと製品の出所が疑わしいと察知すること

ができるので、被疑侵害者の表示は、消費者に商品の品質を誤認させ、混同誤認を生じさ

せる立証にもなる。 
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要者に正規品の品質にまで疑念を抱かせてしまうことを防ぎたい場合、確かに

積極的に権利を保護する必要がある。 

 

 台湾実務の裁判例を考察してみたところ、民生品関係の修理部品・消耗品に

ついて、権利者の多くは訴訟で「商標権」を主張して侵害差止を請求し、次は

「専利権」で請求しており、著作権法や公平交易法等の案例は僅少である。 

 

 民生品の市場は大きく、流通も激しいため比較的に入手しやすく、サードパ

ーティーが、比較的に低いコストでアフター市場に参入できる。更には、低品

質の安い価格でアフター市場の取引機会を奪いにくることもある。 

 

 したがって、権利者がこのような劣悪な不良品や純正品の基準や規格に合致

しない製品を、なるべく迅速で効率のいい手段で排除したいのは当然である。

上記の実務趨勢に、民生品の市場の特性を踏まえ、下記の要素を考慮すること

で、一番ふさわしい保護策を立てることができる。 

 

１、修理部品／消耗品自体が、製品の重要な部分に当たるかどうか 

 

 プリンターを例として挙げると、インクカートリッジ自体は、装置の重要な

部分に当たる。このため、ダイレクト且つ明確的に権利侵害の有無を判断でき

る権利のほうが相応しい。したがって、権利者は、商標や契約条項で当該部品

を守るほか、この重要な部分に対して専利権の保護を取得し、場合によって完

全な創作記録を保存して著作権により権利を主張することもできる。 

 

２、修理部品・消耗品自体が単独で販売されるかどうか 

 

 一部の製品の修理部品は、ライフサイクルが長いため、よほど破損をしない

限りは交換する必要がない(例えば、パソコンのマザーボード、CPU 等)。一方、

一部の製品の修理部品・消耗品は常に交換しなければならない (例えばプリン

ターのインクカートリッジ)。後者の場合、業者は修理部品、修理部品単独の

販売市場が存在していることを容易に気づくはずである。このため、権利者は

前もって計画を立て、その修理部品・消耗品に対するプロモーションを展開

し、識別力の高い商標若しくはパッケージの設計を工夫することで、関連需

要者における認知度を高め、他社の製品との区別を明確化し、将来的に商標

法又は公平交易法の規定により保護できるように下地を整えることができる。 
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四、医療機器業界 

 

(一)医療機器の分類及び業界概要 

 

 医療消耗品は、医療機器の中の一つの種類である。台湾薬事法23813 条 1 項に

よると、所謂医療機器とは、「人間の病気を診断、治療、軽減、又は直接に予

防し、又は人間の身体構造及び機能に影響を及ぼすに足り、しかも薬理、免疫

又は代謝方法により人体に作用せずに、その主な機能を果たす器具、器械、道

具、物質、及びその付属品、ソフトウェア、体外診断用医薬品及びその関連物

品を指す」と明文規定されている。 

 

 医療機器の主な目的は、人間の健康を守り、病気予防、診断、治療及びリハ

ビリに使用するためにあり、その安全性及び機能は人体の健康及び人間の命と

深く関わるので、医療機器産業は、厳格的な法規制を受けている。 

 

 医療機器の範囲は広く、人体と直接若しくは間接な関連性があるので、その

範囲、種類、管理等の事項は、別途主務機関により管理規則を定めて規制する

（薬事法 13 条 2 項239）。 

 

 台湾の医療機器管理規則2条240によると、医療機器はリスクの程度によって、

三種類に分けられ、第一級(綿棒、ガーゼ、絆創膏、電動車いす、医療用マス

ク〈手術用マスクを除く〉、多機能ウォーカー等)は低リスクに属し、第二級(使

い捨てコンタクトレンズ、血糖測定器、血圧測定器、体温計、耳式体温計、タ

ンポン、コンドーム、低周波治療器等)は中リスクに属し、第三級(シリコン豊

胸バッグ、冠動脈用ステントシステム、ペースメーカー等)241は高リスクに属

                         
238 尚注目すべきなのは、国際的な趨勢に対応するため、行政院は 2017 年で「医療機器管理法」

の草案を作り、医療機器を「薬事法」より分離して、単独に医療機器の専用の法律を制定

する動きがあった。なぜなら医療機器は主に製品のリスクの度合いより、クラス分類して

別々で規制するので、薬品の管理とは異なる。しかも近年医療機器分野の経営モードから

すると、薬品分野の経営モードとは明らかに異なるため、現行法の通り「薬事法」で対応

するだけでは、とても医療機器の管理を適切に運営しきれないように思われる。 
239 薬事法 13 条 2 項に「前項の医療機器につき、中央衛生主務機関が実情の必要の応じ、その

範囲、種類、管理又はその他の管理すべき事項に即し、医療器材管理規則を定める」と規

定されている。 
240 医療機器管理規則 2 条に「医療機器はそのリスクの度合いにより、下記のクラスに分けら

れている：第一クラス：低リスク。第二クラス：中リスク。第三クラス：高リスク」。 
241 参照： 

https://www.hcshb.gov.tw/home.jsp?mserno=200802220002&serno=200802220015&menudat

a=HcshbMenu&contlink=hcshb/ap/news_view.jsp&dataserno=201407080003 （最終閲覧日：

2019 年 12 月 27 日）。 
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する。 

 

 この医療機器の分類は、いずれも医療消耗品の使用に関わる。よく目にする

医療消耗品は、病院で頻繁に使われる品目であり、多くは技術レベルの比較的

に低い製品である。例えば、創傷被覆材、包帯、注射針、カテーテル、マスク、

医療用手袋、X線フィルム、外科手術用ゴム製品等がある。しかし近年その関

連産業の発展に伴い、技術レベルが上がり、売上高利益率が比較的高い製品の

研究開発に向けて進んでおり、より広範囲の臨床応用を目指している。 

 

 台湾において、医療消耗品の製品は、主に下記の数種類に分類されている242： 

 

 個人保護用医療機器―医療従事者及び患者等が医療過程及び医療行為

における細菌、微生物、放射線等の有害物質の感染又は伝播、人間同士

の直接的な接触及び感染を防ぐために、病院が提供するものである。例

えば、マスク、手袋、防護服等である。 

 輸液注射及び検体検査用の医療機器―主に医療用体外物質及び人体物

質例えば血液、体液、組織液を伝送等、または医療行為において医療物

質を輸注又は吸引するものである。例えば、注射針、注射器、カテーテ

ル等である。 

 救急及び傷跡ケアの医療機器―、たとえば創傷被覆材、包帯、注射針、

止血材等である。単回使用医療機器が多く、患者の自宅でも使用できる

医療機器である。 

 その他プラスチック、ゴム及び紙製製品―上記の範囲外の医療機器はほ

ぼこのカテゴリーに含まれている。主に単回使用医療機器であり、例え

ば生理用ナプキン、おむつ、コンドーム、外科手術用ゴム製品等の医療

用製品及び紙製品である。 

 

 2017 年の世界の医療機器製品の売上高を参照すると243、医療消耗品は 16%を

占めており、しかも医療機器の製品において着実に成長する安定感を示してい

る。医療消耗品の市場は、医療機器産業中にある程度の市場シェアを占めてい

る。BMI Research 社の研究報告によると、2017 年世界の医療機器の市場規模

は約 3,598 億米ドルであり、2020 年は 4,253 億米ドルに上る見込みであり、

                         
242 参照：https://www.twcsi.org.tw/topic_detail.php?Iid=2131 （最終閲覧日：2019 年 10

月 27 日）。 
243 経済部工業局、《2018 バイオテクノロジー産業白書》、頁 38-39。 
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医療機器業界の成長率は約 5.7%まで達する見込みである244。2018 年と 2019 年

の分布概況を参照すると、その比率は 2017 年と大差ないが、医療用消耗品は、

逐年約 0.1%の割合で成長しつつあり、消耗品製品の使用量が需要者数に正比

例している傾向がある245。 

 

 台湾において、主に医療消耗品を製造する企業は多数あり246、如何に医療消

耗品を産業上で利用していくかが、医療消耗品を製造する企業にとって、非常

に重要な課題である。 

 

(二) 医療消耗品特性 

 

医療消耗品の X線チューブヘッド、血液透析器のカテーテル等は、単回使用

の消耗品であるため、他の業界にある消耗品・修理部品のように修理又は交換

が効くものではない。医療消耗品は、技術レベルの比較的に低い消耗品も多い

が、精密な医療機器と同じように、厳格な法規制の管理下に置かれている。そ

の主務機関は、台湾の「衛生福利部食品薬物管理署」であり、医療機器検査登

記審査規則によると、各クラスの医療機器、医療消耗品も含まれ、検査を受け、

認証番号を取得してから初めて販売することもできる。医療機器がその認証取

得したかどうかは、主務機関の設置するデータバンク247で調べることができる。 

 

(三) 医療消耗品を消毒して再利用するについて 

 

 医療消耗品の再利用について、業界ではかなりの物議をかもしている。2019

年 5 月に、台湾でいくつかの病院が単回使用医療機器を医療機器で消毒して再

利用したというマスコミの報道248があり、大きな議論を呼んだ。台湾の衛生福

利部はこれを非常に重視し、患者の安全を守り、医療品質の維持及び患者の権

益に鑑み、医療機器は、認証を得た医薬品添付文書により単回使用と記載して

ある場合は、一度使用した限り、原則として廃棄するというプレスリリースを

発表した249。 

                         
244 前掲書、頁 35。 
245 張慈映、林怡欣、2019、《医療機器産業年鑑》、頁 48。 
246 経済部工業局、《2018 バイオテクノロジー産業白書》、頁 90。 
247 医療機器認証証書検索サイト、https://mdlicense.itri.org.tw/DB/MDLicense.aspx (最終

閲覧日：2019 年 12 月 23 日)。 
248 聯合新聞サイト、2019 年 5 月 9 日、〈調査報告／医学界の黒幕を暴く、単回使用医療機器

は重複に使用された〉、参照：https://udn.com/news/story/7266/3802509 (最終閲覧日：

2019 年 10 月 31 日)。 
249 衛生福利部プレスリリース、2019 年 5月 9日、参照： 
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 更に、衛生福利部は、各業界の専門家を集めて、単回使用医療機器について

の会議を開催した。その結論としては、各国の医療機器の管理規則を参照する

と、医薬品添付文書に単回使用医療機器と記載されているにもかかわらず、フ

ランス以外の国はほぼ消毒して再利用することが許されていることが分かっ

た。しかし、「安全性」、「機能性」及び「患者の負担しきれる範囲」という三

つの原則と大前提として、再利用できるものを「列挙する」（列挙されない限

り再利用できない）という形で、衛生福利部がその再使用の品目及び使用規定

を定めようとしている。病院はこれらに列挙された物を使用するとき、その（再

使用のものと新品の）メリットとデメリット及び費用をきちんと患者に説明し

た上で、患者に選べる権利を与えなければならない250。 

 

 医療消耗品は前述の通り、その性質は、単回使用して廃棄するものに属する

ものが多く、関連医療消耗品の医薬品添付文書に「単次使用に限る」や「消毒

して再利用することを禁止する」と明記されているものも勿論あるが、医療消

耗品にも、単価が比較的に高いもの例えば腹腔鏡、胸腔鏡等の機械等があり、

コスト削減するために消毒して再利用する病院もあるという251。この状況に対

して反発する医療スタッフも患者もおり、台湾患者連盟は、単回使用医療機器

を消毒して再使用する場合は、医療機器自体が圧力で歪んだりする場合で体液

または血液を消毒しきれず、細菌感染を起こした場合は、とても再利用の品質、

安全性または有効性を確保できず、患者に高いリスクをもたらしかねないと述

べている。 

 

 これに対して、ある学者は、ほかの国は単回使用医療機器について明確的な

規定が定めてあると挙げた。例えばアメリカの食品医薬品局（U.S. Food and 

Drug Administration, FDA）は、単回使用医療機器を消毒して再利用しようと

する場合は新品並みで、一定の手続きを行った上で初めて販売でき、特に感染

リスクの高い医療機器に対してはより厳格に規制されており、商品が販売され

た後も、随時監視して、医療機器の安全性の情報を集めなければならないとし

ている。 

 

                                                                       
https://www.mohw.gov.tw/cp-4257-47570-1.html (最終閲覧日：2019 年 10 月 31 日)。 

250 衛生福利部オフィシャルウェブサイト、2019 年 5 月 14 日、 

https://www.mohw.gov.tw/cp-4343-47642-1.html (最終閲覧日：2019 年 10 月 31 日)。 
251 劉育志医師、「単回使用医療機器は重複使用できるか？消毒した後に再利用は非常にリス

クの高いことである」。参照： 

https://www.thenewslens.com/article/118727 (最終閲覧日：2019 年 11 月 1 日)。 
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 イギリスの場合は、回収使用の医療機器の「追跡」に重きを置き、メーカー

が、使用済みの医療機器及びその回収再使用の回数を記録することが義務づけ

られているという。カナダの場合は一部の省に、当該医療機器がどの患者に使

用したかまで追跡しなければならない（感染のリスクを下げるために単回使用

医療機器は同じ患者で使用しなければならない）252。 

 

 事実、医療消耗品は消毒して再利用することは、医療機器安全性の規制の角

度からすると、性質上には再生産に属するように思われる。人体に高リスクを

もたらしかねない医療性消耗品の再利用は、実務上、病院側が自らの医療機器

を消毒して再利用したことも多見している中、衛生福利部は各国の法規制を参

考にして丹念に検討した上で法案を練ると示したが、未だ検討中である。現在

はっきりと分かっているのは、衛生福利部はゆくゆく「医療機器消毒再利用ガ

イドライン」を制定しようとしており、2019 年の 8 月の終わりの時点で、将

来的に少なくとも更に 4回の会議で打ち合わせして初めて、消毒して再利用で

きる単回使用医療機器のリストを列挙することができるという見込みである
253。 

 

(四) 医療消耗品の規制及びその保護手段 

 

 前述のように、医療消耗品は、医療機器関係の法規制又はまたはその機能性

で、再利用することが難しく、ライフサイクルも比較的に短いという性格によ

り、意匠権によって保護することが比較的に少なく、台湾の医療機器業界の専

利ポートフォリオを組む際は、特許、実用新案のほうが多い (下記の表を参照)。

一方、やはり実務上では意匠登録によって医療消耗品の外観を保護するケース

もある254。 

 

                         
252 許若茵、陳奕安、「単回使用医療機器を消毒して再利用、楊志良曰く、国際規範に沿える

ように」、参照： 

http://shuj.shu.edu.tw/blog/2019/10/14/%E9%87%8D%E6%B6%88%E4%B8%80%E6%AC%A1%E6%8

0%A7%E9%86%AB%E6%9D%90-%E6%A5%8A%E5%BF%97%E8%89%AF%EF%BC%9A%E7%9B%BC%E7%AC%A6%E5

%9C%8B%E9%9A%9B%E8%A6%8F%E7%AF%84/ (最終閲覧日：2019 年 11 月 1 日)。 
253 聯合報、「消毒して再利用できる使用済みの単回使用医療機器、衛生福利部は三種類の再

利用禁止を明文規定した」。参照： 

https://health.udn.com/health/story/5999/4021327 (最終閲覧日：2019 年 11 月 1 日)。 
254 【知的財産裁判所 102 年度民専訴字第 20 号】民事判決を参照。 
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 なお、ソフトウェアで操作する医療儀器設備の場合は、特定の医療消耗品に

使用に合わせ、機器のソフトウェアに、シリアル番号認証又は無断複製防止措

置を設けることで、シリアル番号付きの消耗品が当該機械で使用できるよう

になり、このように消耗品の使用状況を管理することもできるため、使用者

は無断複製防止措置を回避又は破壊する場合は著作権法に違反する可能性が

ある。なお、医療消耗品が高度に管制されている属性により、営業秘密によっ

て医療消耗品を保護することは難しいように思われる。 

 

 なお、医療消耗品の多くは医療サービス過程において使用されるため、法規

により厳格的に規制され、しかも専門性の高い医師又は看護師に使用されてい

るため、模倣品の出現は少ないと思われる。しかし、一旦出現すると人体への

悪影響を及ぼしかねないので、商標の商品または役務の出所を表示する機能よ

り、ブランドの識別力及び認知度を構築しておくほうがよい。 

 

 最後に、医療消耗品はかなり頻繁に使われており、医療サービス自体は長期

的・継続的なものであるため、医療機関が医療機器を購入する時に、大量且つ

同時に沢山の医療消耗品をまとめ買いをすることもあるので、医療消耗品メー

カーは、自社製品の利用率を向上させるために、その消耗品の売買契約書によ

って保護することが望ましい(例えば、医療機器の無償品質保証は、特定のブ 
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ランドの医療消耗品と合わせて使用しなければならない等)255。 

  

                         
255 例えば A記念医院の医療儀器保証契約の 13 条によると、医療機器を交付する際に「機器の

当年度のメンテナンス材料及び値段リスト」をも添付する。更に、機器の品質保証期間に

おいて無償で点検整備・部品交換を受けるほか、保証期間を過ぎた後のメンテナンス費用

も明文規定されている。参照： 

http://www.mmh.org.tw/taitam/purchase/download/MedicalInstrument_30D.pdf (最終閲

覧日：2019 年 11 月 17 日。) 
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伍、まとめ 

 

 本報告書は、まず台湾における法律の規定及び修理部品・消耗品の関連裁判

例から出発し、半導体、自動車、民生品及び医療機器業界で活用できる知的財

産権を総括し、更に個別の知的財産権(例えば商標権、営業秘密等)、契約条項、

またはマーケティング戦略により、その利点及び特性を分析した。 

 

 著作権、契約条項等で保護することは、その取得及びコストが比較的低いた

め、費用がかさむ商標権、専利権、及びアフターサービスの展開によるビジネ

スモデルと比べると小規模企業が利用しやすい。 

 

 なお、企業での研究開発時には、資源不足のために専利出願ができないこと

もあるが、営業秘密による保護を求めることもでき、合理的な秘密保持措置を

取ることも一つの手段である。したがって、技術レベルの高低及び企業資源の

多寡に沿って、消耗品・修理部品のアフター市場で採用できる保護手段を、下

記のように分けることができる。 

 

 

 

 製品の技術レベルが高く、企業規模が比較的大きい会社 (例えば大手の半導

体・自動車・医療機器のメーカー)は、その予算も潤沢であることから、採用

できる保護方法も多く、例えば専利、商標、著作権、営業秘密、取引方法の工
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夫（レンタル、サブスクリプション等）や、契約によるアフターサービスの

構築等がある。 

 

 製品の技術レベルが低く、企業規模が大きい会社 (例えば高級服飾品等の民

生品メーカー)は、発明や実用新案を出願する必要がさほどに高くないが、意

匠出願、商標ブランディング又は著作権で製品外観を保護し、また上質なサー

ビスも合わせて提供することで、競争優位性を築いていく。 

 

 一方、技術レベルが高く、企業規模が小さい会社 (例えば医療機器、半導体

のスタートアップ企業)は、営業秘密による保護に重きを置いて、その研究の

優位性を守る。 

 

 また、技術レベルが低く、企業の規模が小さい会社(例えば一般民生品業者)

は、コストの低い著作権又は契約条項で自社の権益を守る。 

 

 異なる知的財産権の権利は、それぞれその特徴と相応しい土台・条件がある

ので、半導体、自動車、民生品又は医療機器業界は、その市場と顧客を見極め、

企業規模、製品性質により、一番相応しい権利を活用してこそ、競争が激しい

アフター市場から抜きん出て競争優位を構築できるであろう。 
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添付資料、日系企業関連訴訟リスト 

 

番号 案件番号 製品 日系企業の立場 頁数 

1. 知的財産裁判所 103 年度民専訴字第 50 号民事判決 半導体発光素子 原告 36 

註 

2. 板橋地方裁判所 95 年度重智字第 3 号民事判決 発光ダイオード 原告(兼反訴被告) 37 

3. 最高裁判所 98 年度台上字第 2333 号民事判決 

（番号 2.の上告審） 

発光ダイオード 原告(兼反訴被告) 38 

4. 知的財産裁判所 99 年度民専上更(一)字第 1号民事判決 

（番号 3.の差戻審） 

発光ダイオード 原告(兼反訴被告) 38 

5. 最高裁判所 100 年台上字第 1843 号民事判決 

（番号 4.の上告審） 

発光ダイオード 原告(兼反訴被告) 38 

6. 板橋地方裁判所 91 年度易字第 2607 号刑事判決 車用モーター 関係者(商標権者) 72 

7. 台湾高等裁判所 92 年度上易字第 1002 号刑事判決 

（番号 6.の控訴審） 

車用モーター 関係者(商標権者) 72 

8. 板橋地方裁判所 93 年度声判字第 47 号民事判決 車用ブレーキパーツ 審判交付の申立人 

(商標權者) 

73 

9. 台湾高等裁判所 94 年度上訴字第 1169 号刑事判決 車用フラッシャー等 関係者(商標権者) 76 

10. 台南地方裁判所 90 年度易字第 1929 号刑事判決 パワーウィンドウ 関係者(商標権者) 75 

11. 台湾高等裁判所 95 年度上易字第 1805 号刑事判決 オイルフィルタ 関係者(商標権者) 78 

12. 台南地方裁判所 98 年度易字第 620 号刑事判決 車用ベルト 関係者(商標権者) 79 

13. 知的財産裁判所 98 年度民専訴字第 21 号民事判決 連続インク供給装置 原告 81 

14. 台中地方裁判所 95 年度智字第 34 号民事判決 インクカートリッジ 原告 82 

15. 知的財産裁判所 106 年度刑智上易字第 8 号刑事判決 充電器、電池セット 関係者(商標権者) 84 

16. 台湾高等裁判所台中支部95年度上易字第258号刑事判決 インクカートリッジ 関係者(商標権者) 89 

17. 高雄地方裁判所 93 年度智字第 21 号民事判決 ピアノ 原告 90 

18. 台湾高等裁判所 85 年度上易字第 920 号刑事判決 油圧ショベル 関係者(商標権者) 91 

19. 台湾高等裁判所 86 年度上易字第 4742 号刑事判決 

（番号 18.の控訴審） 

油圧ショベル 関係者(商標権者) 91 

20. 知的財産裁判所 97 年度民専上字第 20 号民事判決 糖尿病治療薬 原告 109 

21. 台中地方裁判所 97 年度易字第 1530 号刑事判決 車用ガラス 関係者(商標権者) 123 

註 

22. 知的財産裁判所 106 年度民専訴字第 12 号民事判決 化粧品容器 原告 181 

23. 知的財産裁判所 103 年度刑智上易字第 25 号刑事判決 カメラ用電池 関係者(商標権者) 201 

註 
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